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これらの強制措置のうち、国連憲章第 7 章第 42 条に規定された形での軍事的措置は国連
創設以来一度も発動されていない 3のに対して、非軍事的措置は冷戦終結以降度々発動され
てきた。 
とりわけ 1990 年代は「Sanction Decade（制裁の十年）」4と称されるほど、国連安保理による非
軍事的措置が頻繁に決定・発動された 10 年であった。わずか 10 年の間に 13 の国と地域およ







説』(2001 年)、256 頁。 
2 国連憲章第 7 章第 41 条。本論第 1 部第 1 章において詳しく述べる。 
3 これについては論者によって見解が異なる。朝鮮戦争（1950 年）の際の軍事行動を、憲章第 42
条に基づいたものとする論者（「42 条合憲説」：42 条には 43 への言及がないため、安保理による武力行
使の権限は、加盟国に参加を義務付ける命令ではなく、単に参加を勧告する権限も含まれると解釈し、




4 例えば、David Cortright and George A. Lopez, The Sanctions Decade: Assessing UN Strategies in 
the 1990s (2000)など。 
   2
び特定勢力に対して発動されたのである 5。国連創設の 1945 年から 1990 年までの発動件数
がわずかに 2 件 6であったことを考えると、その増加は著しい。 





                                                     
5 対イラク（1990 年）、旧ユーゴスラビアにおけるセルビア監視地域（1991、1992、1993 年）、ソマリ
ア（1992 年）、リビア（1992、1993 年）、リベリア（1992 年）、ハイチ（1993、1994 年）、アンゴラ〔UNITA〕
（1993、1997、1998 年）、ルワンダ（1994 年）、スーダン（1996 年）、カンボジアにおけるクメール・ルージ
ュ監視地域（1992 年）、シエラレオネ（1997 年）、コソボ（1998 年）、アフガニスタンのイスラム原理主義勢
力タリバン政権（1999 年）である。詳しくは、本論第 3 部において述べる。 
6 対南ローデシア制裁（1966 年、安保理決議 232； 1968 年、安保理決議 253 の石油・武器禁輸）
と対南アフリカ制裁（1977 年、安保理決議 418 の武器禁輸）。 
7 2006 年 1 月末日時点。1990 年代に既に科されたもので更新・継続されている事例（すなわち、
対アフガニスタン、シエラレオネ、リベリア、ソマリア）は除く。2000 年に入ってから安保理によって新たに
発動された制裁は、対エトリア/エチオピア（2000 年）、テロ行為に関与する個人および集団（2001 年）、
コンゴ（2003 年）、コートジボワール（2004 年）、スーダン（2004 年）、シリア（2005 年）である。これらにつ
いては、第 3 部第 6 章において詳しく述べる。 
8 詳しくは、本論第 1 部第 1 章で述べるが、軍事的措置がとられてこなかった理由として、武力の
行使が国際法上著しく制限されてきたこと、また、冷戦中は五大国間でのコンセンサスがとれないことか
ら安保理が機能しなかったことなどが大きな理由として挙げられる。「武力による威嚇又は武力の行使」
が一般的に禁止され（国連憲章第 1 章第 2 条 4 項）、武力攻撃に対する自衛の場合のみ、武力行使が
容認されている（憲章第 7 章第 51 条）。「友好関係宣言」（国連決議 2625）も、「国は武力行使をともなう
復仇行為を慎む義務を負う」として武力復仇を禁止している。また、安保理は軍事的措置発動の前提と
して加盟国との間に特別協定の締結が必要である（憲章第 7 章第 43 条）が、大国間の見解が一致せず、
現在まで特別協定は一つも締結されていない。島田征夫『国際法』（1997 年）、304-306 頁。 
9 Peter Wallensteen の言うように「経済制裁は、非暴力的哲学からなされるものではなく、多少なりと
も政治的便宜からなされるものもある（Peter Wallensteen and Miroslav Nincic, Dilemmas of Economic 
Coercion: Sanctions in World Politicsn, 1983, p126.）」ことは否定し得ないが、軍事的措置と違って直接の
破壊、殺戮を伴わない点は過小評価すべきではないとされる。深津栄一『国際法秩序と経済制裁』
（1982 年）、157 頁。； 中谷和弘 「経済制裁の国際法上の機能とその合法性：国際違法行為の法的結













                                                                                                                                                     
果に関する一考察」『国家学会雑誌』第 101 巻 5/6 号（六/完）（1988 年）、479 頁。 








う。中谷（1987 年）100 巻 5/6 号、382-385 頁。 
12 詳しくは、中谷 「経済制裁の国際法上の機能とその合法性：国際違法行為の法的結果に関す
る一考察」『国家学会雑誌』（1987 年）第 100 巻 7/8 号(二)、677-680 頁。； 深津（1982 年）； 宮川眞喜雄
『経済制裁：日本はそれに耐えられるか』（1992 年）； 岡部恭宜「経済制裁と国家のコスト」『季刊国際政
治』No.128（2001 年 10 月）を参照。 
13 1944-88 年の冷戦期の 44 年間には 13 件、1988-1995 年の間には 25 件の PKO が活動した。
ポスト冷戦後に、ニーズは急増した。例えば、旧ユーゴスラビアにおいては、国連保護軍
（UNPROFOR）が内戦の収拾目的で展開された。（中西寛『国際政治とは何か：地球社会における人間
と秩序』、2003 年、18 頁。） ソマリアにおいては、憲章第７章のもとで平和強制を行った史上初めての
PKO、第２次国連ソマリア活動（UNOSOM II、UNOSOM I よりも強制的な性質をもつ）が設置された。こ









（Supplement to an Agenda for Peace）」の中で、制裁について、「対象国の無防備な集団（つま
り一般市民）を苦しめることが、政治指導者に圧力をかける手段として合法的か」と疑問を投げ
かけた 15。また、コフィ・アナン（Kofi Annan）現国連事務総長も、経済制裁を、政治的利得と不








                                                                                                                                                     
れは、PKO でありながら、人道援助のみならず、戦闘阻止、強制武装解除、警察・司法を含む統治機構
の構築など、まさに国家そのものの再建援助が任務とされた。また、ルワンダにおいては、国連ルワンダ
支援団（UNAMIR）が展開された。詳しくは、本論第 3 部第 6 章において述べる。 
14 安保理は、テロ行為に関与する個人および集団に対して非軍事的措置の発動を決定した
（2001 年9 月 28 日、安保理決議 1373）。国際的なテロリズムの根絶を目指して国際社会全体で取り組も
うという決意の表れである。 
15 Boutros Boutros-Ghali, Supplement to An Agenda for Peace: Position Paper of the 
Secretary-General on the Occasion of the 50th Anniversary of the United Nations, A/50/60 （3 January 
1995）, pp. 17-18. 
16  Kofi Annan, The Causes of Conflict and the Promotion of Durable Peace and Sustainable 
Development in Africa, Secretary General’s Report to the United Nations Security Council （16 April 1998）, 
p.25. 
















                                                     
17 例えば、Erika de Wet, The Chapter VII Powers of the United Nations Security Council: Studies in 
International Law (2004)； Dan Sarooshi, The United Nations and the Development of Collective Security: 






19 David Cortright and George A. Lopez, Smart Sanctions: Targeting Economic Statecraft (2002) 
20 「賢い制裁」と邦訳される場合もあるが、たいていは「スマート・サンクション」と称される。 
21 スマート・サンクションの研究機関Fourth Freedom Forum（第4の自由フォーラム）の副所長であ
るミラー（Alistair Iain Millar）による。 
22 2001 年 11 月 29 日の安保理決議 1382 および 2002 年 5 月 14 日の安保理決議 1409 におい
て、「石油と食糧交換プログラム」を拡大させ、軍事として「二重使用」の可能な物品の取締り強化および
武器禁輸の徹底化を図った。詳しくは、本論第 2 部において述べる。 
23 これについては、本論第 3 部において述べる。具体的な議論がもたれた会議として、①金融制






11 月 19 日）が挙げられる 25。また、スーダンへの外交上の措置（安保理決議 1054、1996 年 4
月 26 日）、エリート層に打撃を与えるために個人資産の凍結をした例として、アンゴラへの金
融・財政上の措置（安保理決議 1173、1998 年 6 月 12 日）などがある。また、対イラク制裁中に














24 「スマート・サンクション」の議論が本格化するのは 2000 年に入ってからなので、それ以前の事
例についてどれが「スマート・サンクション」の趣旨に沿ったものであったのかは論者によって異なる。詳
しくは、本論第 3 部にて述べる。 
25 これについては紛争ダイヤモンドの流れからの措置であると考える論者もいる。詳しくは、本論
第 3 部にて述べる。 
26 本論第 2 部、第 3 部において詳しく述べる。 
27 具体的には、第 7 章第 50 条。加盟国が、安保理決議で決定された措置を履行することから経
済的困難に陥った場合、安保理と協議する権利を有するという内容。詳しくは、本論第 2 部および第 3
部で述べる。 




























第一に、国連による経済制裁は、国連憲章第 7 章第 39 条に則って、安保理が、「平和に対
する脅威、平和の破壊又は侵略行為の存在を決定し」、「国際の平和及び安全を維持し又は
回復するために」発動する集団的安全保障体制を維持するための措置である。国際社会の秩
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Hufbauer）らによる Economic Sanctions Reconsidered (1990 年)がある。また、宮川真喜雄による




ば、ペイプ（Robert A. Pape）の“Why Economic Sanctions Do Not Work” (1997 年)、ドレズナー
（David W. Drezner）の The Sanctions Paradox: Economic Statecraft and International Relations 
(1999 年) 、エリオット（Kimberly Ann Elliott）の “The Sanctions Glass: Half Full or Completely 
Empty?” (1998 年) 、ケンファー（William Kaempfer）とローウェンバーグ（Anton Lowenberg） 
による “Unilateral Versus Multilateral International Sanctions: A Public Choice Perspective” 







裁』（1982 年）がある。また、ドゥエット（Erika de Wet）による The Chapter VII Powers of the 





















Cortrights）とロペズ（George A. Lopez）らによる Economic sanctions: Panacea or Peacebuilding 
in a Post-Cold War World? (1995 年)、シモンズ（Geoff Simons）の Imposing Economic 
Sanctions: Legal Remedy or Genocidal Tool? (1999 年)、マーティン（Lisa L. Martin）による
Democratic Commitments: Legislatures and International Cooperation (2000 年)などがある。 ま
た、ヴァン・グヌーテンやドゥグート（William J.M. van Genugten and Gerarde A. de Groot）などの
ヨーロッパの研究者による論文集である United Nations Sanctions: Effectiveness and Effects, 










   12
措置のあり方、いわゆる「スマート・サンクション」に関する研究が行なわれている。 
国連経済制裁、とりわけ包括的制裁を人道的観点から見直しを呼びかけたものとして、1997
年に、研究者が主導して、当時の国連人道問題局（Department of Humanitarian Affairs、
DHA）に提出した報告書、 Toward More Humane and Effective Sanctions Management: 
Enhancing the Capacity of the United Nations System（「より人道的でより効果的な制裁を目指し
て：国連システムの可能性を高めるために」）28がまず挙げられる。また、人権の観点から、国
連人権小委員会（Sub-Commission on the Promotion and Protection of Human Rights）に提出さ
れた The Adverse Consequences of Economic Sanctions on the Enjoyment of Human Rights 
（「経済制裁が人権にもたらす副次的影響」）29（2000 年）、いわゆる「ボジィ リポート（Bossuyt 
Report）」がある。さらに、アナン国連事務総長が軍事制裁のあり方について安保理に提言し




Smart Sanctions （2002 年）において、財政・金融上の措置、武器禁輸について事例を挙げな
がら、より効果的に国連の非軍事的制裁を行うための勧告を行なっている。各国の政府関係
者、民間や NGO からの専門家、国連関係者や有識者が研究の成果として昨年発表したウォ
ーレンスティーン（Peter Wallensteen）、ステバーノ（Carina Staibano）、エリクソン（Mikael 
Eriksson）らによる Making Targeted Sanctions Effective: Guidelines for the Implementation of UN 
Policy Options (2003 年) が挙げられる。これは、「ストックホルム・プロセス（Stockholm 
Process）」 と呼ばれ、それまでの一連の議論（「インターラーケン・プロセス（Interlaken 





                                                     
28 邦訳が付けられていないため、筆者が便宜的に訳した。 
29 筆者が邦訳を付けた。 
30 S/1999/957, 8 Sept. 1999、パラグラフ 54 で言及している。これも、筆者が便宜的に訳した。 























第４節   本論の構成 
 





第 2 部において、第 1 部で概観した諸問題を包含する事例として対イラク制裁を取り上げる。

























                                                     
31 アナン事務総長による報告書「武力紛争下での文民保護に関する安保理への事務総長報告」
（S/1999/957, 8 Sept. 1999）のパラグラフ 54、注 11 において使用されている。 
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第１章  経済制裁の重要性と期待される役割 
 
 














                                                     
１ 深津（1982 年）、83-99 頁。；深津 「ジレンマに立つ国連：南ローデシアに対する経済制裁」『時
の法令』No. 741（1971 年）、31-37 頁。；中谷「経済制裁の国際法上の機能とその合法性：国際違法行為
の法的結果に関する一考察」第 100 巻 5/6 号（一）（1987 年）および、第 100 巻 7/8 号（二）（1987 年）お
よび、第 100 巻 11/12 号（三）（1987 年）および、第 101 巻 1/2 号（四）（1988 年）および、第 101 巻 3/4 号









スカルチャー』平成 11 年度研究報告書掲載論文、日本国際問題研究所アメリカ研究センター）。 





















                                                     
６ 経済制裁の目的については、上記に加えて、制裁の目的に制裁発動国から被制裁国へのメッ
セージの伝達を含める論者が多い（例えば、Baldwin, Economic Statecraft , 1985.; Kim Richard Nossal, 
“International Sanctions as International Punishment,” International Organization 43, 2, spring 1989 など）。
経済制裁の目的およびその効果については、本論第 1 章第 5 節において詳しく述べる。 
７ Gary Clyde Hufbauer, Jeffrey J. Schott and Kimberly Ann Elliott, Economic Sanctions 
Reconsidered: History and Current Policy (1990), pp. 4-5. 



















（Organization of American States、以下OAS）主導のもとに西側諸国及び日本が対共産圏諸












                                                     
９ これについては、以下の文献が詳しい。山本武彦『経済制裁：深まる西側同盟の亀裂』（1982
年）および『経済制裁の戦略的含意に関する研究』（2000 年）。 























                                                     
１０ 香西、大寿堂、高林、山手(2001 年)、256 頁。 
１１ これらについては、本論第 1 章第 3 節、4 節において詳しく述べる。なお、この定義は、深津
（1982 年）； 中谷（1987-1988 年）； Cortrights & Lopez (2002) に依拠している。 
１２ これらの経済制裁以外の非軍事的措置については、本論第 1 章第 3 節において述べる。 
１３ 大沼（1993 年）、52 頁。 
１４ 連盟規約 12 条 1 項、13 条 4 項、15 条 6 項参照。 
１５ 正式には、「戦争法抛棄に関する条約」。1929 年発効。「国家の政策の手段としての戦争を抛
棄すること」が一般的に規定された（不戦条約１条）。 





















                                                     
１６ 大沼保昭、藤田久一『国際条約集』（2000 年）、43-44 頁。 
１７ 宮川（1992 年）、46 頁。 
１８ 経済制裁の役割を歴史的視点から整理した研究として代表的なものに、David W. Drezner の
The Sanctions Paradox: Economic Statecraft and International Relations (1999); Geoff Simons の Imposing 
Economic Sanctions: Legal remedy or genocidal tool? (1999); Hossein G. Askari らの Economic Sanctions: 
Examining Their Philosophy and Efficiency (2003); 山手治之、香西茂（編集代表）『21 世紀国際社会に
おける人権と平和・国際法の新しい発展をめざして（上巻）：現代国際法における人権と平和の保障』
（2003 年）がある。 
１９ 浦野起央（編著）『20 世紀世界紛争辞典』（2000 年）、609 頁。 
２０ 同上、45-46 頁。 












まず、国連憲章は、第 7 章第 39 条において、「安全保障理事会は、平和に対する脅威、平
和の破壊又は侵略行為の存在を決定し、並びに、国際の平和及び安全を維持し又は回復す













                                                     
２１ 詳しくは、植木俊哉『基本論点 国際法』（1998 年）、199-201 頁。 
２２ 国連憲章第 1 章第 2 条 4 項。植木、同上。 
２３ 第 39 条にいう 3 要件の文言、つまり、「平和に対する脅威」、「平和の破壊」、「侵略行為の存
在」の認定を巡っては議論がある。詳しくは、本論第 1 部第 2 章第 1 節で述べる。 











また、国連憲章第1 章第2 条4 項は、武力による威嚇又は武力の行使は、「いかなる方法に















発動される制裁と比較して、以下に指摘するように主に 4 点の特徴をもつ。 
                                                     
２４ 島田（1997 年）、306 頁。 
２５ 詳しくは、中谷（1987-1988 年）； 深津（1982 年）； 宮川（1992 年）； 岡部（2001 年）を参照。 


























7 章第 39 条にあるように、「平和に対する脅威、平和の破壊又は侵略行為の存在」であり、そ
                                                     
２６ 中谷（1987 年）第 100 巻 11/12 号（三）、933 頁。 
２７ 恣意性について詳しくは、中谷（1987 年）第 100 巻 11/12 号（三）、937-940 頁。 
２８ 「平和のための結集決議」（1950 年 11 月 3 日）は、これを認めている。 



















                                                     
２９ これについては、本論第 2 章第 2 節において、詳しく述べる。 
３０ 例えば、国連が安保理決議 661（1990 年 8 月 6 日）によって、イラクに対して制裁を発動した直
後には、経済的困窮を訴える国家が多数出現した（1990年末の時点で20カ国）。これらの国が、国連憲
章第7 章50 条に従って制裁委員会に支援を要請してきたことから、委員会は全国家および国連関連機
関、国際金融機関、地域金融機関に支援を求めた。Bruno Simmma (ed.), The Charter of the United 
Nations: A Commentary (2002) , Vol.1, pp. 784-788. 詳しくは、本論第 2 部第 4 章で述べる。 
３１ 1983 年 9 月 1 日に発生した、ソ連による大韓航空機撃墜に対して、西側諸国が、アエロフロー
ト機等の乗り入れを2週間から2ヶ月に亘って停止した措置が、その例として挙げられる。中谷（1987年）
第 100 巻 7/8 号（二）、653-654 頁および、658 頁の注 11。 



























                                                     
３２ 国際判決の不履行に対して経済制裁措置がとられる場合には、原因行為は既に完了して
いる場合もある。経済制裁措置は違法行為責任の解除（事後救済）の機能を有するものとなる。
中谷（1987 年）第 100 巻 11/12 号（三）、940 頁。 
３３ 中谷（1987 年）第 100 巻 5/6 号（一）、374 頁。 
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３４ 中谷（1987 年）第 100 巻 5/6 号（一）、374-377 頁。 
３５ しかし、このような二分法になじまない場合もあるとされる。詳しくは、中谷（1987 年）、375 頁。 
３６ 国連憲章第 2 条 4 項 
３７ 国連憲章第 7 章第 51 条。 
３８ 国連決議 2625。 

























                                                     
３９ つまり、武力攻撃に対する場合以外の武力行使であっても、一般国際法の「自衛」と解すること
によって、あるいは、国連憲章第 2 条 4 項はすべての武力行使を禁止する趣旨ではないと解することに
よって、容認されるという理論構成がとられる。 
４０ 国連憲章第 7 章第 39 条。 
４１ 国連憲章第 7 章第 42 条。 
４２ 国連憲章第 7 章第 43 条。 
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なかったため、これまで特別協定は一つも成立していない。例えば、朝鮮動乱（安保理決議


















裁の 4 つが挙げられる ４５。 
                                                     
４３ 高野雄一『国際法概論 下』（1972 年）、371 頁。 
４４ 国連憲章第 39 条では、「国際の平和及び安全を維持し又は回復するために、勧告をし」という
文言があり、これに従って軍事的措置を勧告することは可能である。なお、国連総会決議 377（「平和の















的な義務」に違反する行為の結果生じた「状態」を指す。例えば、1931 年 1 月の米国による満


















                                                                                                                                                     
には、経済制裁以外に本文で述べた 4 つの措置が含まれる。本論では、後者に則って議論する。詳しく
は、中谷（1987 年）第 100 巻 5/6 号（一）、382-385 頁。 
４６ 同上、384 頁。 
４７ 同上。 



















問委員会（Secretary-General’s high-level Panel on Threats, Challenges & Changes）」は、2004 年
末の報告書 ４８『より安全な世界をめざして：責任の共有（A More Secure World: Our Shared 
Responsibility）』において、制裁は「国際社会の平和と安全への脅威を抑止するという意味に
おいて極めて重要なツールであるが完全なものとはいえない（In dealing preventively with the 
threats to international peace and security, sanctions are a vital though imperfect tool.）」としながらも、




                                                     
４８ UN Document A/59/565. 全文は、【http://www.un.org/secureworld/】から読むことができる。 
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４９ これらの分類については、深津（1982 年）； 中谷（1987-1988 年）； Cortrights & Lopez (2002) 
に依拠している。 





約、1949 年）５１、②国際的武力紛争の犠牲者に関する追加議定書（第 1 追加議定書、1977
年）５２、③非国際的武力紛争の保護に関する追加議定書（第2追加議定書、1977年）５３におい
て規定されている ５４。経済制裁下における無辜の人民の権利については、主に、本論第 1 部
第 2 章第 3 節、および第 3 部第 5 章において詳しく述べる。また、これらの保護が進められて
いく過程で生じる問題点については、第 2 部の対イラク制裁の事例を通じて検討する。 
【表 1】は、国連安保理の決定によって、1990 年代に発動された経済制裁 13 件について、
発動された措置が分かるように分類したものである。
                                                     
５０ 国連による武器禁輸とその問題点について詳しくは、吉村祥子「国連による武器禁輸とその問
題点」横田洋三、山村恒雄編『現代国際法と国連・人権・裁判： 波多野里望先生古稀記念論文集』
（2003 年）、88 頁。 





５２ 54 条 1 項において、｢戦闘の方法として文民を飢餓の状態に置くことは禁止する｣と規定されて
いる。 
５３ 14 条（第 1 文）において、「戦闘の方法として文民を飢餓の状態に置くことは禁止する」と規定さ
れている。 
５４ 中谷和弘「現代における経済制裁と交戦・中立法および国際人道法との関係」村瀬信也、真山
全(編)『武力紛争の国際法』（2004 年）、304-311 頁。 
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 661(1990) × × ×(全て）   × 
イラク 670(1990)       ×   
 1137(1997)       ×   
 
旧ユーゴスラビア 
713(1991)         × 
(セルビア/モンテネグロ） 757,787(1992) × × ×(全て） ×   
 820(1993) ×         
ソマリア 733(1992)         × 
リビア 748(1992)       × × 
 883(1993)   ×       
リベリア 788(1992)         × 
カンボジア 792(1992)     ×(木材、石油）     
ハイチ 841(1993)   × ×(石油）   × 
 917(1994) × × ×(全て） ×   
   34
 864(1993)     ×(石油)   × 
1127(1997)      ×   アンゴラ 
  1173(1998)   × ×(ダイヤモンド）     
ルワンダ 918(1994)         × 
スーダン 1054(1996)           
シエラレオネ 1132(1997)     ×(石油） × × 
旧ユーゴスラビア 
(コソボ） 
1160(1998)       × 
アフガニスタン 
(タリバン） 
1267(1999)   ×   ×   
 
出典： David Cortrights & George A. Lopez (eds.), Smart Sanctions, 2002, pp. 4-5； 国連制裁委員会【http://www.un.org/Docs/sc/committees/INTRO.htm】 
の資料； 横田洋三（編）『国連による平和と安全の維持：解説と資料』（2000 年）； 各事例に関連する国連安保理決議【http://www.un.org/documents/】 
を基に筆者が作成した。 
注： 旧ユーゴスラビアは、ボスニア（1991 年-1995 年）とコソボ（1998 年-2001 年）の 2 つの事例に分けた。 
   各決議についてより詳しくは、本論第 3 部第 6 章【表 6】において述べる。
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【表 1】から明らかなように、対イラク、旧ユーゴスラビア、ハイチの 3 件は包括的経済制裁で
ある。また、アンゴラの反政府ゲリラ組織であるアンゴラ全面独立民族同盟「National Union for 
























                                                     
55 国連による武器禁輸とその問題点について詳しくは、吉村（2003 年、論文）、87-110 頁。 

























に考慮してきた幾つかの要因は指摘できる。以下に、重要と思われる要因、8 つを記した 59。 
                                                     
57 これらの措置の効果や今後の戦略については、「スマート・サンクション」の議論も含めて、本論
第 3 部で詳しく述べる。 
58 深津（1982 年）、31 頁。 
59 これから挙げる要因は、以下の文献に依拠している。Hufbauer, Schott and Elliott (1990), pp. 
97-102.; Margaret P. Doxey, Economic Sanctions and International Enforcement (1980), pp. 77-83.; James 
M. Lindsay, “Trade Sanctions as Policy Instruments: A Reexamination,” International Studies Quarterly 30 



























                                                     
６０ 宮川（1992 年）、84-88 頁。 
６１ Cortright & Lopez (2000), pp.18-19. 
６２ 宮川（1992 年）、87 頁。；Chantal de Jonge Oudraat, “Making Economic Sanctions Work,” 































６６ 本論第 1 部第 2 章第 2 節。 




























６９ 例えば、Kimberly A.Elliott, “The Sanctions Glass: Half Full or Completely Empty?” International 
Security 23, no. 1 (summer 1998)； Robert A. Pape, “Why Economic Sanctions Do Not Work,” 
International Security 22, no. 2 (fall 1997)など。 
７０ 研究者によって評価はさまざまである。例えば、Wallensteen(1983)pp.94-95；中谷（1988 年）第









例えば、エリオット (Kimberly Ann Elliott)７１、ドクシー（Margaret P. Doxey） ７２、ハース
（Richard N. Haass)７３、ペイプ (Robert A. Pape)７４、プリーグ（Earnest H. Preeg)７５らも、経済制裁
は本来の外交目的を達成するにはその効果があいまいであり、多くの場合効果はないと結論
づけている。つまり、「経済制裁は “slap on the wrist （軽い叱責）” といった控えめな効果










                                                     
７１ Elliott (1998), pp.50-65. 
７２ Margaret P. Doxey, International Sanctions in Contemporary Perspective (1996). 
７３ Richard N. Haass (ed.), Economic Sanctions and American Diplomacy (1998). 
７４ Pape( 1997), pp. 90-136. 
７５ Earnest H. Preeg は、Feeling Good or Doing Good with Sanctions ( 1999)の中で、経済制裁は、
“have been almost entirely ineffective in achieving their intended foreign policy objectives while having a 
substantial adverse impact on other U.S. foreign policy and commercial interests” と述べた。 
７６ Doxey (1996), p.65. 





























                                                     
78  Kofi Annan (16 April 1998). 



























                                                     
80 「バーゲニング・プロセス（bargaining process）」ともいわれる。Euclid A. Rose, “From a Punitive to 
a Bargaining Model of Sanctions: Lessons from Iraq,” International Studies Quarterly, Vol. 49 (Sept. 2005) 
が詳しい。 
８１ Cortrights & Lopez (eds.), Economic sanctions: panacea or peacebuilding in a post-cold war 
world? (1995). 















































第２章  国連経済制裁が抱える諸問題 
 
 



















常の「平和に対する脅威（threat to the peace）、平和の破壊（breach of the peace）または侵略行
為の存在（act of aggression）」の認定がなされる場合について検討する。 
                                                     
１ 以下の考察は、主に、アラン・プレ、ジャン=ピエール・コット共著『コマンテール国際連合憲章：
国際連合憲章逐条解説』（1993年）、Bruno Simon (ed.) The Charter of the United Nations: A Commentary, 
Vol. 1 & 2（2002）、深津栄一『国際法秩序と経済制裁』（1982 年）、中谷和弘「経済制裁の国際法上の機
能とその合法性：国際違法行為の法的結果に関する一考察」『国家学会雑誌』第 100 巻 11/12 号（三）
（1987 年）、島田征夫『国際法』（1997 年）、吉村祥子『国連非軍事的制裁の法的問題』（2003 年）に依拠
する。 
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題となるのが、第 39 条にいう 3 要件の文言、つまり、「平和に対する脅威」、「平和の破壊」、
「侵略行為の存在」とは一致しない場合に、経済制裁が発動されるか否かである。 
この問題が生じたのは、アパルトヘイトを行なっていた南アフリカ共和国に対して武器禁輸
等を発動した安保理決議 181（1963 年 8 月 7 日）および 182（同年 12 月 4 日）、植民地支配を
継続していたポルトガルに対して武器禁輸等を発動した安保理決議180（1963年7月31日）、
さらに、白人少数支配政権の下で一方的独立を宣言した南ローデシアに対して経済関係断
絶等を発動した安保理決議 217（1965 年 11 月 20 日）においてである。 
 南アフリカのケースでは、安保理決議 181 において、「すべての国に対して、直ちに、南アフ
リカへ武器、あらゆる種類の弾薬、軍事輸送手段の販売及び輸送を中止するよう厳粛に要請














                                                     
２ 中谷（1987 年）第 100 巻 11/12 号（三）、942-943 頁。 
３ 同上。 
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置も第 41 条に基づくものではないとされている ４。この場合の憲章上の根拠としては、国連憲
















同様の傾向を含む最近の事例としては、2001 年 9 月 11 日に米国において発生したテロ攻
撃が、国際の平和と安全に対する脅威を構成するとされた。安保理決議 1267（1999 年 10 月
15 日）においては、テロ行為の責任を「タリバン（the Taliban）」、「ウサマ・ビン・ラディンと関係
者（Usama Bin Laden and associates）」に言及し、安保理決議1333（2000 年12 月19 日）におい
ても、「the Taliban」と、有責者を明示的に言及したが、安保理決議 1373（2001 年 9 月 28 日）と




                                                     
４ 中谷（1987 年）第 100 巻 11/12 号（三）、942-943 頁。 
５ 同上。南アフリカへの制裁については、吉村祥子『国連非軍事的制裁の法的問題』（2003 年）、
155-177 頁が詳しい。 








困、伝染病、環境汚染を含む経済的社会的脅威（Economic and social threats, including 
poverty, infectious disease and environmental degradation）」、②「国家間の紛争（Inter-State 
conflict）」、③「内戦、大量殺戮やその他の大規模な残虐行為を含む国内紛争（Internal 
Conflict, including civil war, genocide and other large-scale atrocities）」、④「核兵器、放射能兵
器、化学兵器、生物兵器（Nuclear, radiological, chemical and biological weapons）」、⑤「テロリ








威」とに分け、前者は憲章第 7 章の予定する状況に、後者は憲章第 6 章の予定する状況に対
応するものである。 
第二は、脅威の持続性である。例えば、南ローデシア問題に関しては、一方的独立から生
じた事態を「平和に対する脅威」と認定（安保理決議 232、1966 年 12 月 16 日）したのは、事件
から一年以上後のことであった。それ以前の諸決議、例えば一方的独立宣言後に出された安
保理決議 217（1965 年 11 月 20 日）では、「やがて国際の平和と安全に対する脅威を構成する
と決定するであろう」と述べるにとどまっている事実からみて、安保理は、ある事態がまだ最近
                                                     
７ この問題については、西井正弘 「大規模国際テロと国際法」、2-20 頁、および、藤田久一「9.11
大規模テロと諸国の対応：国際法秩序の危機か変容か」、21-35 頁が詳しい。ともに、『国際問題』No.505
（2002 年 4 月）。 



























                                                     
９ 詳しくは、吉村（2003 年）、149-155 頁。 
１０ 同決議では、北朝鮮への援助停止が、後の決議 84 では軍事的措置が規定されている。 
１１ モーリス・ベルトラン（Maurice Bertrand）（著）、横田洋三・大久保亜樹（訳）『国連の可能性と限
界』（1995 年）、46 頁。 









事的措置を決定した安保理決議 661（1990 年 8 月 6 日）がその典型である。国連憲章第 41 条
は第 7 章の中にある規定であるので、法的根拠の問題は発生しないと考えられる。 
次に、「侵略の存在」について検討を加える。 
「侵略行為の存在」の認定についても、安保理は慎重な姿勢を保ってきた。南ローデシアの
モザンビークに対する侵略行為については、「the recent acts of aggression」１３と言及したに留
まっているし、南アフリカ １４に対しても、「the acts of aggression」と表現して、それぞれ「侵略」と
いう言辞を用いたのみであった。他に侵略と解されるような明白な干渉については、あえて侵
略とは認定していない。例えば、イスラエルによるイラクのタムズ原子力発電所の爆撃につい
ては、「平和に対する危険の惹起（the danger to international peace and security）」を確認したに
すぎなかった １５。また、クウェートに侵攻したイラクに対しても、「平和の破壊（a breach of 






                                                     
１３ 安保理決議 411（1977 年 6 月 30 日）。 
１４ 安保理決議387（1976年3月31日）および累次決議における。アラン・プレ、ジャン=ピエール・
コット（共著）、中原喜一郎、斎藤惠彦（監訳）『コマンテール国際連合憲章：国際連合憲章逐条解説 
上』（1993 年）、813-816 頁。 
１５ ちなみに、この事件に関しては、総会が侵略の認定を行なっている。アラン・プレ他（1993 年）、
813-815 頁。 




























                                                     
１７  1950 年 11 月 3 日。 
１８ 平和の破壊や侵略行為がある場合には兵力の使用も可能とされている。 





  安全保障理事会 総会 
































                                                     
２０ 国連憲章第 11 条 1 項。 
















下で行動し（Acting under Chapter VII of the Charter）」との文言があり、その後に、安保理が決
定した措置を加盟国に対して履行すべきものとして記述される。安保理が、加盟国に対して要
請する内容、とるべき措置によって、そこで使用される動詞は変わってくる。例えば、「～すべ









                                                     
２２ 吉村（2003 年）、48-55 頁。 
２３ 島田（1997 年）、308 頁。 

























                                                     
２５ 国連決議に基づく非軍事的措置に対する国家の実行については、吉村（2003年）、223-314頁
が詳しい。 
２６ 吉村（2003 年）、226-227 頁。 
２７ 中谷（1987 年）第 100 巻 11/12 号（三）、952-954 頁。安保理の経済制裁発動決議の拘束力の
有無の問題に関しては、「安保理決議 276 にもかかわらず南アフリカがナミビアに居座っていることの法


























































                                                     
２８ 横田洋三「世界銀行の『非政治性』に関する一考察（一）（二）」『国際法外交雑誌』第 76 巻第 2、
3 号（1977 年）。； 中谷（1988 年）第 101 巻 1/2 号（四）、159-165 頁および関連注。； 庄司真理子「国連
機構相互の関係」横田洋三（編）『新国際機構論 上』（2006 年）、207 頁。 
































                                                     

























                                                     
３１ 吉村（2003 年）、178-179 頁。 
３２ 同上。 
３３ 中谷（1987 年）第 100 巻 5/6 号（一）、384 頁。 
３４ S/5428 (11 Oct. 1963). 
３５ 1966 年 12 月 16 日。実際には、制裁委員会によって、報告がなされた。詳しくは、吉村（2003



























                                                                                                                                                     
と役割」『修道法学』第 22 巻 1/2 合併号（2000 年 3 月）、165-253 頁。 
３７ 国連安保理が設置した制裁委員会について詳しくは、
【http://www.un.org/Docs/sc/committees/INTRO.htm】を参照。Global Policy Forum は、制裁委員会の
会合について詳しい【http://www.globalpolicy.org/security/data/sancmtgs.htm】。 
３８ これらの事例については、本論第 3 部第 6 章において述べる。 
３９ 安保理決議 724（1991 年 12 月 15 日）。 
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連憲章第 50 条に基づく任務 ４０に加えて、制裁を一部適用除外してイラクの石油及び石油製
品を一定量売却した資金により行なわれる人道援助活動「石油と食糧交換プログラム






















                                                     
４０ 安保理決議 661（1990 年 8 月 6 日）。 
４１ 安保理決議 700（1991 年 6 月 17 日）。本論第 2 部で詳しく述べる。 
４２ 任務内容についてより詳しくは、吉村（2000 年）、177-180 頁。 
４３ 大沼（1993 年）、52 頁。 
４４ Lloyd (Jeff) Dumas, “A Proposal for a New United Nations Council of Economic Sanctions,” 



















                                                     
４５ 経済制裁の一般的な有効性の評価について従来議論してきたのは国際政治学であり、先行
研究は多数に上る。例えば、独自の定義付けにより費用効果も含めて経済制裁を分析した代表的なも
のに、Hufbauer, Schott and Elliott (1990)がある。他に、学説を整理したものとして、Pape (1997), pp. 
90-136.; William Kaempfer and Anton Lowenberg, “Unilateral Versus Multilateral International Sanctions: 
A Public Choice Perspective,” International Studies Quarterly 43, no. 1 (March 1999), pp. 37-58. などがあ
る。 
４６ 一定以上の目標達成度を条件として、達成か未達成かを判断するものが多い。例えば、
Hufbauer, Schott and Elliott (1990）。 
４７ 例えば、Johan Galtung は、被制裁国への経済的ダメージが当該国の政治体制の変化にどう影
響するかという点について「naïve theory」を展開した。しかし、Baldwin やその他の多くの研究者は、制
裁は必ずしも政治的変化に影響を与えないとして反論した。（詳しくは、Johan Galtung, “On the Effects 
















                                                     
４８  例えば、Patrick Clawson, “Sanctions as Punishment, Enforcement, and Prelude to Further 
Action,” Ethics & International Affairs 7 (1993), pp. 17-37.; Lori Fisler Damrosch, “The Collective 
Enforcement of International Norms through Economic Sanctions,” Ethics & International Affairs 8 (1994), 
pp. 73-74.; Albert C. Pierce, “Just War Principles and Economic Sanctions,” Ethics & International Affairs 
10 (1996), pp. 99-113. などが同様の見解を示している。 
４９ 深津（1982 年）； 中谷（1987-1988 年）； 吉村（2003 年、著書）など。 
５０ 例えば、山本『経済制裁の戦略的含意に関する研究』（2000 年）および「経済制裁と『安全保障
のジレンマ』」『早稲田政治経済学雑誌』第 341 号（2000 年）； 岡部（2001 年）および「経済制裁の有効
性：国際政治経済の視点から」（2000 年）がある。 
５１ 例えば、東郷育子「『人道的介入』の新たな潮流とその意義：問われる民主化と近代化への貢
献」『国際政治』第 125 号（2000 年）、115-130 頁。； 篠田英朗「国際規範の歴史的・理論的検討：秩序・










例えば、第 28 代米大統領ウィルソン（Woodrow Wilson）は、経済制裁を、「平和的で、静か
であるが、致命的な治療法（peaceful, silent, deadly remedy）」５４と形容した。また、米国務長官
ダレス（John Foster Dulles）は、第一次大戦後に発表された、米経済制裁委員会（U.S. 















                                                     
５４ “A nation boycotted is a nation that is in sight of surrender. Apply this economic, peaceful, silent, 
deadly remedy and there will no need for force. It is a terrible remedy. It does not cost a life outside the 
nation boycotted, but it brings pressure upon the nation that, is my judgment, no modern nation could resist.” 
Barry E. Carter, International Economic Sanctions: Improving the Haphazard U.S. Legal Regime (1988), 
p.9. 
５５ S.J. Drew Christiansen and Gerard F. Powers,  “Economic Sanctions and the Just-War Doctrine,” 
Cortright & Lopez (1995), p.97. 
５６ Boutros Boutros-Ghali, Supplement to an Agenda for Peace: Position Paper of the 
Secretary-General on the Occasion of the 50th Anniversary of the United Nations, A/50/60, 3 January 1995, 
pp. 17-18. 
５７ United Nations Security Council, Letter Dated 13 April 1995, Addressed to the President of the 
Security Council, S/1995/200, Annex 1. 
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現在の国連事務総長であるアナンも、経済制裁を政治的利得と不釣合いな苦痛を国民に






















                                                                                                                                                     




５９ Kofi Annan (16 April 1998), p.25. 
６０ Joy Gordon, “A peaceful, silent, deadly remedy: the ethics of economic sanctions,” Ethics and 











イラクの場合は、制裁下の 1991 年 8 月から 1998 年 3 月までの期間で、5 歳以下の乳幼児死











                                                     
６１ Richard Garfield, “Morbidity and Mortality among Iraqi Children from 1990 to 1998: Asessing the 
Impact of Economic Snactions.” Occasional Paper Series 16: OP: 3. Institute for International Peace Studies 
(1999). 
６２ 例えば、ハイチの場合には、制裁発動後一ヶ月も経たないうちに、一般国民とくに乳幼児への
大きな被害が報道された。Howard W. French, “Study Says Haiti Sanctions Kill Up to 1,000 Children a 
Month,’’ The New York Times, November 9, 1993.など。 
６３ 詳しくは、Clawson （1993）; Christiansen and Powers（1993）; Damrosch （1994）. 
６４ 米紙The New York Times によるとイラクは国連の経済制裁をかいくぐって日量20万バレルの石
油を売却し、一年間で 7～8 億ドルの収入を得ていた（The New York Times, February 16, 1995）。 
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特別なルートから物資を密輸するなどして、かえって裕福な生活を送るという逆転の結果を招












条約（Convention on the Rights of the Child）」７０（以下、CRC）によって補足されている。後者に
おいては、「締約国は、すべての児童が生命に対する固有の権利を有することを認めること」
                                                     
６５ Damrosch (1994), p.74. 
６６  Thomas G. Weiss, David Cortright, George A. Lopez and Larry Minear (eds.) Political Gain and 
Civilian Pain: Humanitarian Impacts of Economic Sanctions (1997). 
６７ 中谷（2004 年）； de Wet (2004);  Anna Segall, “Economic sanctions: legal and policy 
constraints,” in International Review of the Red Cross No. 836 (1999), pp. 763-784.; Boris Kondoch, “The 
Limits of economic Sanctions under International Law: the Case of Iraq,” 
【http://www.casi.org.uk/info/kondoch01.pdf】. 




６９ 詳しくは、大沼・藤田『国際条約集』（2000 年）、69-77 頁。 



























                                                     
７１ 第 6 条「生命に対する権利」、1。 
７２ 第 6 条「生命に対する権利」、2。 
７３ 中谷（2004 年）、297-318 頁。 
７４ ジュネーヴ条約第 4 条約（1949 年）、第 23 条第 1 パラグラフ。 
７５ 第 1 追加議定書（1977 年）、第 54 条 1 項。 






Health Organization、以下 WHO）の「必須医薬品に関する行動計画（WHO Action 
Programme on Essential Drugs）」７８の下で、必要時には薬品を入手できるような環境を保つこと
を強調している。 
また、国連食糧農業機関（Food and agriculture organization of the United Nations、以下
FAO）の世界食糧サミット5年後会合（2002年）において採択された「飢餓撲滅のための国際的














                                                     
７７ ICESCR の第 12 条において、「健康を享受する権利」について規定している。詳しくは、大沼・
藤田（2000 年）、67 頁。 
７８ Action Programme on Essential Drugs ( 1998 年)。詳しくは、WHO のホームページ
【http://whqlibdoc.who.int/hq/1998/WHO_DAP_98.12.pdf】。 
７９  Draft Declaration of the World Food Summit: five years later（10-13 June, 2002）。詳しくは、FAO
【http://www.fao.org/DOCREP/MEETING/004/Y6948E.HTM#TopOfPage】を参照。 




















の栄養状況改善のために、1996 年には、国民ひとりにつき一日1,200 キロカロリー、2002 年に
はひとりにつき一日 2,200 キロカロリーが摂取できるように工夫された食糧バスケットが毎月配
給された ８４。バスケットには、果物、野菜や肉は含まれていなかったものの、小麦、小麦粉、砂
                                                     
８１ 安保理決議 661（1990 年）、パラグラフ 3（c）。 
８２ 安保理決議 757（1992 年）、パラグラフ 4（c）。 










かい始めた。2001 年のイラク 15 県の中部および南部に居住する 15 歳以下の幼児の栄養不
良の割合は、1996 年の半分の数値にまで低下した。また、1996 年には 23 パーセントであった
体重不足の幼児の割合は、2002 年には 10 パーセントにまで減少した。さらに、慢性栄養不良
児童の割合は、1996 年の 32 パーセントから 2002 年には 24 パーセントに、急性栄養不良児

















                                                     
８５ 『南・中部イラクの5歳未満児の栄養状態の概要』2002年11月ユニセフ・イラク事務所のホーム
ページ【http://www.unicef.or.jp/siryo/prs_80.htm】を参照 
８６ 詳しくは、本論第 2 部第 4 章において述べる。 
８７ 国連安保理決議による措置を遂行するために既存の条約上の義務に抵触しても、それに優位
する。但し、後者の義務が jus cogens (強行規範）となっている場合は除く。 







監視システムの機能の充実については、国際難民高等弁務官事務所（(Office of ) the 
United Nations High Commissioner for Refugees、以下 UNHCR）」８９、赤十字国際委員会
（International Committee of the Red Cross、以下 ICRC）９０、あるいは、ガリ前事務総長による














目すべき議論である。これについては、本論第 3 部において詳しく述べる。 
                                                     
８９ Committee on Economic, Social and Culutral Rights, General Commen, No. 8 (2000), para.13. 
９０  Resolutions of the 26th International Conference of the Red Cross and Red Crescent, Resolution 4: 
Principles and Action in International Humanitarian Assistance and Protection, para F4 (b), (29 Feb. 1995). 
詳しくは、赤十字国際委員会（ICRC）のホームページ
【http://www.icrc.org/Web/Eng/siteeng0.nsf/iwpList74/74376546F3367824C1256B660059A8EE#top】。 
９１  Boutros-Ghali, Supplement to An Agenda for Peace: Position Paper of the Secretary-General on 
the Occasion of the 50th Anniversary of the United Nations, A/50/60 (3 January 1995), pp.17-18. 
９２ 現在の国連人道問題調整局(Office of Coordinating Humanitarian Affairs、OCHA)。 

















































































第２部 経済制裁と「人道的例外措置」：対イラク経済制裁（1990 年 8 月 6 日





第 2 部においては、第 1 部で概観した諸問題を包含しており、かつ経済制裁の実施過程で
大規模な人道的措置が導入された初めての事例である、対イラク経済制裁を取り上げる。 
























































第３章  「人道的例外措置」の実施過程とメカニズム 
 
 
第１節  対イラク制裁決議採択から解除まで 
 
1990 年 8 月 2 日のイラクによるクウェートへの侵略及び占領に対して、国連安保理は同日
直ちに、イラクによる行為を「国際の平和と安全の破壊」であると認定し、国連憲章（以下、憲




了させる目的で、1990 年 8 月 6 日安保理決議 661【巻末、添付資料】を採択、直ちに、制裁委
員会を設置した。イエメンとキューバが棄権して成立したこの制裁決議は、国連加盟国の国内
措置を経て、それぞれ実施されることになった ２。 









                                                     
１ イラクがクウェートに侵攻した背景については以下の文献が詳しい。E. Lauterpacht CBE, QU, 
C.J.Greenwood, Marc Weller and Daniel Bethlehem ed., The Kuwait Crisis: Basic Documents. Cambridge 
International Documents Series, Vol.1. (1991) 、および、国枝昌樹『湾岸戦争』（1993 年）、C.G. ウィーラ
マントリー（著）、浦田賢治（訳）『国際法から見たイラク戦争：ウィーラマントリー元判事の提言』（2005 年）
など。 
２ 各国の対イラク制裁の実施については以下の資料が詳しい。D.L.Bethlehem ed., The Kuwait 





















678（1990 年 11 月 29 日）【巻末、添付資料】において、翌年 1 月 15 日までの 45 日間の猶予
期間にイラクがクウェートから撤退しない場合には、クウェート政府を支援する諸国（加盟国）
に必要なあらゆる手段を行使することを決定した。 
しかしながら、イラクがこれに従わなかったため、翌年 1991 年 1 月 16 日に米軍を中心とす
る多国籍軍は空爆に続いて 6 日間の地上戦を行なった ４。これが「湾岸戦争」である。1 月 17
日から 2 月 27 日まで続いた。 
この攻撃によって、イラクはクウェートから駆逐されたが、バグダッド及び他の主要都市の発
                                                     
３ 広義においては、人間の尊重を確保するためのすべての国際法規範を含めるが、狭義におい
ては、交戦法規の中で特に戦争犠牲者の保護を目的とする規則（ジュネーヴ法）のみが含まれる。詳し





WHOによる 1991 年 2 月の報告によると、バグダッドの水供給は戦争以前の 5 パーセント以
下であり、イラク国民の飲み水の主な供給源であるチグリス川に未処理下水が流れ込み機能
しなくなった ５。 
停戦発効後、安保理は、安保理決議 686（1991 年 3 月 2 日）において、イラク政府に対して
暫定的な停戦条件を提示したが、イラクの協力拒否によって、安保理決議660および661を履
行させることは達成できなかった。およそ 1 ヵ月後に正式な停戦条件が安保理決議 687 によっ
て提示されることになるが、この停戦条件には、元国連事務次官アーティサーリ（Martti 
Ahtisaari）率いる調査団による報告いわゆる「アーティサーリ リポート（Ahtisaari Report）」 ６が
大きく影響を与えたといわれている ７。この報告書は、イラクおよびクウェートの人道状況の悪
化と援助の必要性を明らかにし、制裁解除もしくは大規模な人道救済措置を求めた。 









また、安保理決議 661（1990 年 8 月 6 日）に盛り込まれた例外措置、すなわち、「イラクに対
                                                     
５ 詳細は、United Nations Security Council Report to the Secretary-General on Humanitarian Needs 
in Kuwait and Iraq. (1991, New York) を参照。 
６ S/22366、1991 年 3 月 20 日。 
７  詳しくは、【http://www.un.org/Dept/oip/index.html】を参照。 
８ 安保理決議 687 及び関連文書については、横田洋三編『国連による平和と安全の維持：解説と
資料』（2000 年）440-453 頁が詳しい。また、決議 687 の条項全般にわたる分析および解説については、
松井芳郎『湾岸戦争と国際連合』（1993 年）、147-187 頁が詳しい。 




年 3 月 20 日の事務総長報告や今後の委員会の人道的必要性についての調査報告で明らか
にされる民政物資の供給については、簡略化された審査手続きの下に委員会の承認を得れ
ば、適用されない」ことも確認された。 










た １２ことにより、1991 年 4 月 11 日、湾岸戦争の停戦は正式に成立した。 
この間に、安保理は、イラク＝クウェート間の国境に沿って非武装地帯を設置し、この地域
の監視をするための国連イラク＝クウェート軍事監視団（United Nations Iraq-Kuwait 
Observation Mission、UNIKOM）を派遣することを、事務総長に要請した。イラクはこの提案を
受け １３、UNIKOMは、国連憲章第 7 章に基づいて、6 ヶ月の任期で設置された １４。WHO、
FAO、UNHCR、国連児童基金（United Nations Children’s Fund、以下 UNICEF）、国連食糧
計画（World Food Programme、以下 WFP）、国連人間居住計画（United Nations Centre for 
Human Settlement (UNCHS)、以下 UN-Habitat）からの専門家で構成される視察団は、国際
社会が協力して、侵略行為に対応したケースであった。 
                                                     
１０ Eric Hoskins, Political Gain and Civilian Pain (1997), p.139. 
１１ ハンス・ブリクス著『イラク大量破壊兵器査察の真実』（2004 年）。 
１２ Exchange of letters between the Secretary-General and the President of the Security Council 
（S/22456, 24 Feb. 1991). 
１３ S/22454/add.3. 
１４ 安保理決議 689（1991 年 4 月 9 日）。 
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湾岸戦争は停戦を迎えたが、監視団の報告によって、湾岸戦争によるイラク国内の壊滅的




（Oil-for-Food Program）」１６である。プログラムが正式に発効されるのは 1996 年末であるが、プ
ログラムの基礎となる手続きについては、1991 年 8 月 15 日の安保理決議 706 において定め
られた。 
安保理決議 706 は、イラクに石油の一部輸出（180 日毎に 16 億米ドルの原油の輸出）を認
める決議であった。国連の管理下において輸出された石油の売却金は、国連の預託口座を
通じて、イラク国内向けの人道物資の調達に充てられることが決定された。また、石油売却金





および IAEA との協力義務に関して深刻な違反を行なっていることを非難し、UNSCOM およ
び IAEA の査察団が望むすべての地区、建物、設備、記録、交通手段に関し、無条件、無制
限のアクセスを認めることを強く要請した。 





                                                     
１５  Report to the Secretary-General on Humanitarian Needs in Iraq prepared by a Mission led by 
Sadruddin Aga Khan, Executive Delegate of the Secretary-General for humanitarian assistance in Iraq 
(S/22799, l dated 15 July 1991). 
１６  「イラク・プログラム」ともいわれる。「石油と食糧交換プログラム（Oil-for-Food Program）」 の詳
細は、イラク計画室 (Office of the Iraq Program)のホームページ【http://www.un.org/Dept/oip/index.html】
を参照。 
  83
と平行して、1995 年 4 月 14 日に安保理決議 986【巻末、添付資料】を採択した。 
これは、プログラムの新しい枠組みを設定したものであった。イラクの一般市民の栄養・健康
状態の低下を指摘する調査報告を受けて １７、安保理決議 986 は、石油売却量を「180 日毎に
16 億ドル」（安保理決議 706）から増量し、「180 日間に 20 億米ドル」を上限とする量の原油輸
出と、人道物資配給における責任をイラク政府が有する旨を承認した。 
さらに、この決議において同プログラムの有効期間は 180 日毎に区切って 1 期とし、イラク
国内の状況を監視しながら遂行していく方法が採択された。プログラムの期限は、累次の決議






当初拒否する姿勢をとっていたが、1996 年5 月に入ると、これまでの主張を一転して、1996 年
5 月 20 日に安保理決議 986 の実施方法を明確にした了解覚書（Memorandum of 










                                                     
１７ 例えば Jean Drèze & Haris Gazder “Hunger and Poverty in Iraq, 1991,” World Development, Vol. 
20 (1992) など。 
１８ S/1996/356. 
１９ ブリクス（2004 年）、58-60 頁。 
２０ 同上。 
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とであった ２１。UNSCOMは、これらの「妥協点」を見出し、イラク側から安保理決議 986 の受諾
を取り付けたのである。 
その後、イラク軍がクルド族居住地域に侵攻したため、国連との交渉が中断される場面もあ
ったが、同年 8 月 12 日、制裁委員会は安保理決議 986 に規定された措置の実施に必要な一






この事態を受けて、安保理はイラクに 180 日毎に 52 億 5600 万米ドルを超えない範囲の量
の原油販売を認めるとともに、その三分の二を人道物資の導入に充てること、また、戦争前に
40%程度に落ち込んでいた電力供給の改善のために資金を使用することを認めた（安保理決






1999 年 12 月 17 日の安保理決議 1284 では、より多くの石油を輸出できるように、ついに石
油輸出量の上限が撤廃された。以後、プログラムは累次の決議によって更新され、継続され
ていくこととなった【表 2、91-94 頁】。この決議 1284 では、大量破壊兵器等の廃棄のためにイ
ラクにおいて査察等を行ってきた UNSCOM に代えて、未解決の武装解除問題を取り扱うとと
もに、より強力で継続的な監視と検証をする目的で、「国連監視検証査察委員会（United 
Nations Monitoring,Verification and Inspection Commission、以下 UNMOVIC）」が設置され
た。 
しかしながら、イラクは、プログラムが更新するたびに石油輸出量の増加が承認され、結局
                                                     





月 3 日の安保理決議 1360 では、この状況を打開するために、英国は国連に制裁改革案を提
案した。その後、決済なしのイラクによる収入増加を阻止む目的で、詳細な対イラク輸出禁止














年 11 月 8 日）は、大量破壊兵器や関連計画について全面かつ完全な申告、積極的に査察に
協力することなどを要求し、イラクに最後の順守の機会を与えた。 
安保理決議 1443（同年 11 月 25 日）では「石油と食糧の交換プログラム」の 180 日間の延長
が承認され、同年12 月4 日の安保理決議1447 では、プログラムの更なる延長が決定された。 
しかし、イラクから依然として回答が引き出せないため、米英軍は 2003 年 3 月 20 日から 5









678（1990 年 11 月 29 日、イラクのクウェートからの撤退を命じ多国籍軍に武力行使を授権）、
安保理決議687（1991 年4 月5 日、イラクへの大量破壊兵器査察を決定）と、安保理決議1441






果に直面する」としている、④安保理決議 687 は、安保理決議 1441 の違反があった場合、事




結果として、この武力行使により、2003 年4 月9 日にフセイン政権は崩壊した。そして、同年
5 月 22 日に採択された安保理決議 1483【巻末、添付資料】によって、13 年間に亘って科され
ていた経済制裁は解除された。「石油と食糧の交換プログラム」は制裁解除後も継続され、
2003 年 11 月 21 日の終了にむけて段階的に削減されていった。 
                                                     
２３ 最上敏樹『国連とアメリカ』（2005 年）、3-14 頁。 
２４ 最上（2005 年）、15-18 頁。 










上（2005 年）、15-18 頁。この問題について、本論では、これ以上は立ち入らないものとする。 
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制裁解除決議である安保理決議 1483 においては、フセイン政権後のイラク復興が、米英な




た。戦後の復興計画については、復興人道支援室（Office of Reconstruction and Humanitarian 
Assistance、以下 ORHA）及び ORHA の管轄する民政チームによって推進されることが決定さ
れた。 
さらに、2003 年 10 月 16 日の安保理決議 1511 によって、イラク復興のための新決議が採択
された。2004 年 12 月 14 日には、サダム・フセインが米軍によってイラク中部で拘束された。 













                                                     
２６ これらの政治的プロセスは、イラク「基本法」（2004年3月制定）、および安保理決議1546（同年
6 月 8 日）によって定められた。詳しくは、外務省のホームページ
【http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/iraq/kankei.html】を参照のこと。 
２７ UNMOVICの委員長であったハンス・ブリクス（Hans Blix）は、2006年初頭に最終報告をすると
話した。2005 年 9 月 29 日の日本国際問題研究所主催のシンポジウムにて言及した。 
２８ 『朝日新聞』2005 年 10 月 13 日、15 面。 






議 1483 の意味について、少し触れておきたい。安保理決議 1483 は、アラブ諸国唯一の理事



















結局、安保理決議 1483 は、米英西案に 100 箇所以上の修正を加えた上での採択となった。
                                                     
３０ モデルケースとして、IAEA が 1990 年代前半に、イラクの動きを探るために英国の情報機関員
を雇い、情報を得ていたという事例を挙げた。『朝日新聞』同上。 
３１ この辺りの各国間の駆け引きについては、以下の文献が詳しい。酒井啓子「『賢い制裁』の挫
折と緊張はらむ米・イラク関係」『アジ研ワールド・トレンド』No.73（2001 年 10 月）、43-50 頁。； ジンツァ


























1995 年の安保理決議 986【巻末、添付資料】に基づき 1996 年末から開始された「石油と食
糧交換プログラム」は、国連制裁下にあるイラク国民の人道的必要を満たすために考案された
                                                     
３２ 例えば、酒井啓子「イラクの経済制裁部分解除に関わる経済状況」『イラク・フセイン体制の現











プログラムの枠組みは、1991 年8 月の安保理決議706 の時点で定められていたが、その内
容を巡ってイラク政府の拒否にあい、妥協点を巡って議論が重ねられていくことになった。そ
のため、プログラムが公式に開始されたのは 1996 年末のことであり、経済制裁が始まってから






【表 2】 「石油と食糧交換プログラム」の実施過程  
 
安保理決議 日時 主な決議内容 イラクの対応 
706 1991 年 8 月 15 日 































778 1992 年 10 月 2 日  
イラクの人道状況悪化を受けて、国連加盟国に対して、イラクの原
油輸出に起因する資金が存在する場合には、安保理決議 706 及






期間（①～⑬期：一期 安保理決議 日時 主な決議内容 イラクの対応 
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は 180 日） 
986 1995 年 4 月 14 日 
プログラムの有効期間を一期 180 日間と明記。査察団の受け入れ
を重ねて要求。石油輸出量を「180 日毎に 16 億ドル」（安保理決






（1996 年 5 月 20
日）。 
① 1996 年 12 月 10 日
～1997 年 6 月 7 日  
⇒986 に規定された措置の実施に必要な手続き（S/1996/636）を採択し、正式にプログラムが発効（12 月 10 日）。 
② 1997 年 6 月 8 日～
1997 年 12 月 4 日  





③ 1997 年 12 月 5 日  
～1998 年 5 月 29 日 
1143 1997 年 12 月 4 日  プログラムの 6 ヶ月間の延長を決定。 ─ 
1153 1998 年 2 月 20 日 




④ 1998 年 5 月 30 日
～1998 年 11 月 25 日  
1175 1998 年 6 月 19 日 3 億ドル相当の石油関連部品やポンプの購入を許可。 ─ 
⑤ 1998 年 11 月 26 日
～1999 年 5 月 24 日 
1210 1998 年 11 月 24 日 プログラムの 180 日の延長を決定。 ─ 
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⑥ 1999 年 5 月 25 日
～1999 年 11 月 20 日  






 ～1999 年 12 月 4 日 1275 1999 年 11 月 19 日 第 6 期をさらに 2 週間延長。 ─ 
 ～1999 年 12 月 11 日  1280 1999 年 12 月 3 日  第 6 期をさらに 1 週間延長。 ─ 
1281 1999 年 12 月 10 日 プログラムの 180 日間の延長を決定。 ─ 
⑦ 1999 年 12 月 12 日
～2000 年 6 月 8 日  




⑧ 2000 年 6 月 9 日～
2000 年 12 月 5 日  





⑨ 2000 年 12 月 6 日
～2001 年 6 月 3 日  
1330 2000 年 12 月 5 日  
石油売却金の 72%（うち 59%〔以前は 53%〕を中・南部、13%を北
部 3 県）を人道物資購入に、25%〔以前は 30%〕を湾岸戦争の戦
災賠償金に、2.2%を国連の活動資金に、0.8%を UNMOVIC およ











































 ～2001 年 7 月 3 日 1352 2001 年 6 月 1 日 第 9 期をさらに 30 日間延長。 ─ 
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⑩ 2001 年 7 月 4 日～ 
2001 年 11 月 30 日 
1360 2001 年 7 月 3 日 プログラムの 150 日間の延長を決定。 ─ 
⑪ 2001 年 12 月 1 日～
2002 年 5 月 29 日 





（Goods Review List）」を協議。 
─ 
1409 2002 年 5 月 14 日 
安保理決議 1382 の確認。人道物資の承認手続きを改善。「二重使
用の懸念のある物資リスト（Goods Review List）」の導入を決定。 
武力解除義務
の不履行。 ⑫ 2002 年 5 月 30 日～
2002 年 11 月 25 日 




 ～2002 年 12 月 4 日 1443 2002 年 11 月 25 日 第 12 期をさらに 9 日間延長。 ─ 










































⑬ 2002 年 12 月 5 日～
2003 年 6 月 3 日 
1483 2003 年 5 月 22 日 
経済制裁の解除。プログラムは、暫定占領当局（CPA）の下で段階

















そして第四に、イラクは、UNMOVIC および IAEA が大量破壊兵器の査察のために国内に
入ることも内政干渉であるとして拒否したことである。 
以上の 4 点を議論の焦点として、イラクとの妥協点を探りながら、プログラムの実施に向けて









                                                     
３３ 酒井（1998 年）； ブリクス（2004 年）など。 
３４ 第1期に最も多く契約を獲得した国はロシアであり、次いで契約企業数が多いのが米国で7社、




動の必要性があることなどが戦略的に重視された。詳しくは、酒井（1998 年）、37-39 頁。 
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点」を見出し、1996 年 5 月 20 日にイラク政府は提案を受け入れ ３５、安保理決議 986 の実施方
法を明確にした了解覚書（MOU）を締結した ３６。 
この覚書においては、石油売却量をプログラムの正式実施以前に定めていた「180 日毎に






きを採択し（S/1996/636）、1996 年 12 月 10 日に「石油と食糧交換プログラム」が公式に発効し
た。制裁が発動されたてから実に 6 年が過ぎていた。 
プログラムの有効期限は 180 日（これを一期とする）に定められ、国内状況を見ながら、随時、
期限を更新していくことになった。結局、このプログラムは、次々と更新が重ねられ、第 13 期
（2003 年 6 月 3 日）まで更新されていくことになった【表 2、91-94 頁】。 
国連イラク人道調整官事務所（Office of the Humanitarian Coordinator in Iraq、以下
UNOHCI）が、人道物資の配給などを担当する「イラク計画室」Office of the Iraq Programmne








毎月 45 万トンの食糧が、44,000 以上の個人商店のネットワークを通じて配給された。これらの
                                                     
３５ 理由については、前節において既に述べたが、イラクが決議 986 を受諾した理由には、
UNSCOM との約束があったと言われる。査察団は、イラクに、イラクが主張する「主権と安全保障に関わ
る重大な場所」に入る際には、査察時間や査察団の構成について調整することを約束したとされる。ブリ
クス（2004 年）、58-60 頁。 
３６ S/1996/356 （1996 年 5 月 20 日）。 
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安保理決議 1330（2000 年 12 月 5 日）においては、石油売却による収入の 72 パーセント（う
ち 59 パーセントを中部及び南部、13 パーセントを北部3 県）は人道物資の購入に、25 パーセ
ントはジュネーヴ条約に基づいて湾岸戦争の戦災賠償金に、2.2 パーセントは国連の活動資
金に、0.8 パーセントは UNMOVIC 及び IAEA の査察資金に充てることが決定されていた。 
つまり、中部及び南部への割り当て率は、以前の 53 パーセントから 59 パーセントに引き上











以上のようなプロセスを経て、プログラムは実施されていたが、第 3 期（1997 年 12 月 5 日～
1998 年 5 月 29 日）に入っても、イラク国内に存在するといわれている大量破壊兵器への査察





は、プログラムの規定外の石油輸出を承認した（安保理決議 1242、1999 年 5 月 21 日）。 








石油器機の交換部品の購入、電気の供給改善のために投入された ４０【表 2、91-94 頁】。 
また、同年 6 月 19 日の安保理決議 1175 では、3 億ドル相当の石油関連部品やポンプの購
入が許可された。そして、安保理決議 1284（1999 年 12 月 17 日）において、ついに石油輸出
量の上限が撤廃された。これによって、石油設備のフル活動が可能となり、イラクの石油輸出






                                                     
３８ Review and Assessment of the Implementation of the Humanitarian Programme established 
pursuant to Security Council Resolution 986 (1995). December 1996-November 1998, S/1999/481 (28 April 
1999). 
３９ Report of the second panel established pursant to the note by the president of the Security Council 
of 30 January 1999 (S/1999/100), concerning the current humanitarian situation in Iraq (Annex II of 
S/1999/356). 
４０ 安保理決議 1153（1998 年 2 月 20 日）。 
４１ 1991 年から 2002 年までのイラクの石油生産は日量平均 140 万バレルであった。ちなみに、
1970 年代のピークは日量 300 万バレルであった。フセイン政権（1979 年～）から量が低下し、湾岸戦争
以前の水準は 1989 年平均で日量 280 万バレル、同期間の石油収入は約 61 億ドルであった。 
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これらは、「対イラク輸出禁止物品リスト（Goods Review List）」として、安保理決議 1382（2001
年 11 月 29 日）【巻末、添付資料】に付帯された。（このリストについては、次節で詳しく述べ
る。） 







2002 年 12 月 4 日の安保理決議 1447 によって、「石油と食糧交換プログラム」は更に延長さ
れ、第 13 期（最終期）に突入した。 
この頃のプログラム末期になってやっと、食糧の輸入と配給がスムーズになされるようになり、
国民の栄養状況は、改善方向に向かい始めた。例えば、1996 年には一日ひとりにつき 1,200
キロカロリーであった食糧バスケットは、2002 年 11 月の時点では倍の 2,200 キロカロリーを配
給できるようになった。その結果、2001 年の 15 の中部および南部に居住する 15 以下の幼児
の栄養不良の割合は、1996 年の半数にまで改善された ４２。 
しかしながら、人道援助の効果が見え始めた矢先の 2003 年 3 月 20 日から 5 月 1 日に亘る
米英軍による空爆に伴って、プログラムの下での石油の輸出は中止を余儀なくされた。 
その後、イラクへの経済制裁は 2003 年 5 月 22 日の安保理決議 1483 によって解除され、イ
ラク石油を輸出する一時的な権限は米英に認められた。輸出状況については、暫定占領当
局（CPA）が、イラク人指導者と協力しながら管理にあたった。その後、CPA は、プログラムの規
模を徐々に縮小し、制裁解除の半年後、2003 年 11 月 21 日まで継続したが、この時期のプロ
グラムの詳細に関する情報は、イラク計画室のホームページ上においても見当たらない。結
                                                     
４２ イラク計画室のホームページ【http://www.un.org/Depts/oip/background/inbrief.html】。 
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局、プログラムを担ったイラク計画室は、2004 年 5 月末日をもって閉鎖された。 
プログラムは、7 年間（1996 年 12 月から 2003 年 11 月）に亘って実施され、この間に、総額












第二に、物資購入に至るまでの国連の煩雑な手続きの問題である。1996 年 5 月の合意覚
書によると、物資を購入するためには、まず、イラク政府が分配計画を国連に提出し、国連人






                                                     
４３ イラク計画室【http://www.un.org/Depts/oip/background/phases.html】を参照。 
４４ 酒井（1998 年）； ジンツァン・ワン（2001 年）。 
４５ ジンツァン・ワン（2001 年）、51 頁。 
４６ このような国連内の行政監査制度が抱える問題点については、以下の論文が詳しい。蓮生郁
代（一橋大学博士課程後期）『国連における行政監査制度の現状と課題：国連イラク石油食料交換計画










年 5 月に、英国が米国の賛同を得て、国連に提案した制裁改訂案について考察する。 
 
 














                                                     
４７ V.Gowlland-Debbas, United Nations Sanctions and International Law (2001). 




４９ 酒井（2001 年）もこの矛盾について指摘している。 
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５０ SC/7093 (3 July 2001) meeting records を参照。 

























                                                     




優先国として、シリア、エジプト、チュニジア、UAE を挙げている。詳しくは、酒井（2001 年 10 月）、46 頁
の表 1 を参照。 
























                                                     
５５ ジンツァン・ワン（2001 年）、54 頁。 
５６ 同上。 
５７ この時点での戦災補償割り当て率は、25 パーセントであった。 




６０ 安保理内でのやり取りは以下に詳しい。酒井（2001 年）、43-50 頁。 
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は制裁解除と外資の導入を主張し続け ６１、最終決定予定日の 7 月 3 日まで拒否権発動すら
匂わせて英米案に反対した。 






















                                                     
６１ 40 カ国以上が演説した公開討論(SC/7085, June 26, 2001 と SC/7088, June 28, 2001)。 
６２ 酒井（2001 年）、47 頁。 
６３ その結果、決議 1352（2001 年 6 月 1 日）によって「石油と食糧交換プログラム」の一ヶ月の延長
に続き、7 月 3 日、安保理は決議 1360 において、さらに延長して 7 月 4 日から始まる新たな 150 日間の
「石油と食糧交換プログラム」（第 10 期）を全会一致で決定した。 




具体的には、リスト A には、核兵器、化学兵器、生物兵器関連の物品，リスト B には、コンピ




















                                                     
６５ 1966年に制定。通常兵器・二重使用物資の管理に関する取極。冷戦終結に伴い、その存在意
義を失ったココムに代わり、1996 年 7 月に設立された後継体制であり、兵器の拡散がもたらす危険を除
去し、もって地域および国際の平和と安全に貢献することを目的とする。詳しくは、国際法学会『国際関
係法辞典』（1995 年）、902-903 頁を参照。 
６６ 酒井啓子「9・11 テロ事件とアメリカの対イラク政策」『「テロ」と「戦争」のもたらしたもの』第 2 部 9






「禁止物品リスト」の取引品目は 2002 年に入ってから拡大され ６９、5 月 14 日の安保理決議
1409【巻末、添付資料】に添付された。このリストは、兵器別にリストA～E、すなわち、化学兵
器分野、生物兵器分野、ミサイル兵器分野、核兵器分野、通常兵器分野と 5 つに分類 ７０され


















                                                     
６７ 酒井（2002 年）、109-110 頁。 
６８ 酒井（2001 年）、47 頁。 
６９ S/2002/515 (3 May 2002). 






























                                                     
７１ 中谷（2004 年）。 

























例えば、安保理決議 661（1990 年 8 月）においては、医療・保健品以外の物資のイラクへの
販売・供給の禁止、およびそれに関連する財政取引の禁止措置は、同決議の下で設立され
た制裁委員会に通知される食糧品に対しては適用しないこと、つまり、「食糧禁輸の完全解
除」が決定された。また、安保理決議 666（1990 年 9 月 13 日）は、制裁委員会に対して、イラク
及びクウェートの人道状況を監視すること、また、必要に応じて食糧を配給することを義務付け
た。これ以降の累次決議、例えば、安保理決議 687（1991 年 4 月 3 日）1、および 706（1991 年
8 月 15 日）2、986（1995 年 4 月 14 日）3の採択に際しても、決議 661 の内容が再三にわたって
確認された。 
他方、イラク周辺国など、制裁によって影響を受ける第三国に配慮した決議もなされた。例




                                                     
1 決議 661 の例外措置、すなわち、「イラクに対する医薬品及び保健衛生に関する物資以外の一
次産品及び製品の売却や禁止、また関連する経済取引の禁止は、決議 661 により設置された制裁監視
委員会に通知した食料、また 1991 年 3 月 20 日の事務総長報告や今後の委員会の人道的必要性につ
いての調査報告で明らかにされる民政物資の供給については、簡略化された審査手続きの下に委員
会の承認を得れば、適用されない」ことも再確認された。 































                                                     
5 Simma (2002), Vol.1, pp.784-788.； アラン・プレ他（1993 年）、929-936 頁。 
6 Simma (2002) Vol.1, pp.784-788. 




【表 3】 湾岸戦争後のイラク乳幼児の栄養状況に関する調査 
 













Keller, Save the 
Children, UNICEF） 
1991 年 5 月 バスラ 231 6 歳以下 40 18 19 
タフツ大学 
（Tufts University） 
1991 年 6 月 バスラ/アマラ 680 5 歳以下 26 39 4 
ユニセフ、バスラ
（UNICEF Basra） 
1991 年 7 月、 
8 月 








1991 年 12 月 バグダッド 315 5 歳以下 17 9 11 
ユニセフ、テヘラン
（UNICEF Tehran） 
1991 年 5 月 
イランのクルド
人キャンプ 







出典： Eric Hoskins, “The Humanitarian Impacts of Economic Sanctions and War in Iraq” in Thomas. 
Weiss, D. Cortright, G. A. Lopez and Larry Minear (eds.), Political Gain and Civilian Pain: 
Humanitarian Impacts of Economic Sanctions (1997) p.115. 
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UNDPによると、1989 年には 10 万人あたり 50 人であった妊婦死亡者数は、1997 年には 10
万人あたり 117 人に増加している。また、乳幼児については、1991 年以降に国内状況を調査
したUNICEF 8 によると、イラク人口の 85 パーセントにあたる中部と南部 9における 5 歳以下の
乳幼児の死亡率は、1984 年から 1989 年の期間は 1,000 人中 56 人だったものが、1994 年か
ら 1999 年の期間には 1,000 人中 131 人にまで増加した【グラフ 1】。このように、イラク政府が
















出典： Unicef's Report, “Results of the 1999 Iraq Child and Maternal Mortality Survey,” August 1999, and 
The U.S. State Department's Report, “Saddam Hussein's Iraq,” September 1999. 
【http://www.scn.org/ccpi/UNandUSreports.html】  
 
                                                     
8  Unicef's Report, “"Results of the 1999 Iraq Child and Maternal Mortality Survey” (12 August 
1999). 詳しくは、UNICEF のホームページ【http://www.unicef.org/newsline/99pr29.htm】を参照。 





























【グラフ 2】 イラクにおける 5 歳以下の乳幼児の死亡率： 最近の調査に基づく数値と、1980


















出典： Unicef's Report, “"Results of the 1999 Iraq Child and Maternal Mortality Survey" August 1999, and 


















































フィールド レポート（Garfield Report）」は、1991 年 8 月から 1998 年 3 月にかけての 5 歳以下
の乳幼児死亡者数は、少なくとも 10 万～22 万 7 千人にのぼり、これら死亡者のおよそ 4 分の
3 は経済制裁に起因すると報告している 10。 






部 3 県に居住する 2,700 万人といわれるイラク国民に対して、毎月 45 万トンの食糧が、44,000
以上の個人商店のネットワークを通じて配給された。乳幼児のいる家庭向けには、離乳食にあ
たるような食事や特別な洗剤や石鹸も配給された。イラク国民のうち約半数は15歳以下である
ことから、月々の配給に頼る国民は、全体の 60 パーセントにあたると報告された 11。 
1996 年 1 月半ばには 3000 にまで下落していたイラク・ディナール（以下、ID）１２が、「石油と
食糧交換プログラム」が最終的に決定された 1996 年 11 月末には、750～800IDに回復した。
その後、物資到着の遅れなどから失望感が先にたち、1997 年 3 月に一時的に 1000IDに回復
したのを除いて、1997 年前半期は概ね 1200～1800IDで推移した。人道的措置はディナール
の価値上昇にはそれ程の効果をあげなかった。但し、措置導入後の供給増を見越しての在
庫放出などが相次いだことから、物価は 1996 年以降ある程度改善傾向が見られた １３。 
また、食糧品到着直後には、卵、食用油、小麦粉など主要食糧品の価格は 2 分の 1 から 3
分の2に低下した。UNICEFレポートによれば、1997年4月から5月に、食糧16.6%、肉10%、
                                                     
10 Richard Garfield, “Morbidity and Mortality among Iraqi Children from 1990 to 1998: Asessing the 
Impact of Economic Snactions.” Occasional Paper Series 16: OP: 3. Institute for International Peace Studies, 
University of Notre Dame (1999 年 3 月). 
11 イラク計画室 【http://www.un.org/Dept/oip/index.html】。 
１２ 1 米ドル＝1000~1250 イラク・ディナール。 
１３ 酒井（1998 年）、33-34 頁。； Eric Hoskins, “The Humanitarian Impacts of Economic Sanctions 
and War in Iraq” (1997), pp.114-116 など。 
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食用油 20%、粉ミルク 45.5%、トマト 33.3%、小麦粉 65％に、それぞれ価格が低下した １４。 
このように、物価は上向いたものの、国民の栄養状況が改善されるには至らなかった。例え
ば、プログラム導入一年後の 1997 年 11 月に発表されたFAOの報告書に基づいて、アナン国
連事務総長は、イラク国民の中でも幼児死亡率の高さ、健康悪化状況、食糧分配システムの
不備、電力の欠乏、水不足等など社会状況の悪化について指摘し、とくに 5 歳以下の乳幼児
のうち 3 分の 1、また、26 歳以下の国民の 4 分の 1 は栄養不良の状態であると述べた １５。 
プログラムの導入 2 年後に発表されたFAOレポートによれば、栄養失調率はにわかに減少




以上に遅れたことが指摘できる。プログラムが正式に動き出したのは 1996 年 12 月中旬であっ
たが、食糧がイラクに初めて到着したのは翌年 1997 年 3 月末であった １７。 
次のページの【表 4】は、1996 年 12 月から 6 ヶ月間の、人道物資の分配状況である。分配
予定額（A）と、実際に分配された量（B）にかなりの開きがあることが分かる。ほとんどの物資に











                                                     
１４ これについては、UNICEF【http://www.unicef.org/newsline/99pr29.htm】が詳しい。 
１５ FAO, Evaluation of Food and Nutrition Situation in Iraq (1998). 
１６ Ibid. 
１７ 酒井（1998 年）、36 頁。 
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年 4 月） 
実行配分量（B） B/A （%） 





豆類 127.8 70 28.1 22 
米 319.5 770 62.7 20 
塩 19.2 ─ 3.6 19 
砂糖 255.6 734 15.5 6 
茶 19.2 ─ 1.1 6 
精白小麦 1419.8 2200 533.3 38 
石鹸 32.7 ─ 5.8 18 
洗剤 45.8 ─ 9.1 20 
合計 2375.3 ─ 691.6 29.1
 
出典： 酒井啓子「イラクの経済制裁部分解除に関わる経済状況」『イラク・フセイン体制の現状：経済制






1996 年 5 月の了解覚書(MOU)１８には特別な付帯合意はないものの、石油売却金によって
                                                     






は団体申請の審査に移っている １９。国連補償委員会は、それまでに 260 万件、2200 億ドル以
上の補償申請を受けていたといわれているが、その最大の補償対象はクウェートで163億ドル、
米国が 88 億ドル、サウジアラビア、イランがそれに続き高額となっている ２０。 
 
 
【表 5】 1996 年 12 月からの 6 ヶ月における石油輸出収入使途        (単位：100 万ドル) 
 




















部分解除開始から一年』第 2 章、トピックレポート No.29（1998 年 2 月）、35 頁。 
                                                     













1997 年 4 月の段階では、計画されていた食糧輸出のわずか 10 パーセントしか到着していな
かった。より深刻なのは医薬品であり、食糧品以上に審査に時間がかかることから、7 月半ば
段階で到着した医薬品は予定量のわずか 1%、8 月 1 日段階でも 25%でしかなく、国連も「医
薬品の不足は深刻な問題」と認める事態となった ２２。 











1999 年 10 月には国連事務総長により安保理議長国に対する書簡が提出され、制裁委員
                                                     
２１ 1996 年 5 月の合意覚書（S/1996/356,20 May 1996）による。 
２２ 本件の詳細については、Faleh A. Jabbar, Ahmad Shikara and Keiko Sakai, “From Storm to 
Thunder, Unfinished Showdown between Iraq and U.S.,” IDE Spot Survey, no.11 (1998)；酒井（1998 年）。 








委員会によって保留にされた。2001 年 5 月 14 日の時点で、プログラムの第 1期から第 9 期ま
での分として、イラクの中部・南部地域向けの人道物資購入のために、総額270億3000万米ド
ル相当となる計 1 万 5708 件の契約の申請書が提出された。このうち総額 217 億 9000 万米ド
ル相当となる 1 万 2373 件が制裁委員会により承認、あるいは国連事務局によって通知された












                                                     
２４ ジンツァン・ワン（2001 年）、51 頁。 
２５ 同上。 
２６ S/1999/187（22 Feb. 1999）. 
２７ Review and Assessment of the Implementation of the Humanitarian Programme established 
pursuant to Security Council Resolution 986 (1995). December 1996-November 1998, S/1999/481. 
２８ Report of the second panel established pursant to the note by the president of the Security Council 




めた。1996 年には 23 パーセントであった体重不足児の割合は、2002 年には 10 パーセントに
まで下がった。さらに、慢性栄養失調児の割合は、32 パーセント（1996 年）から 24 パーセント
（2002年）に、急性栄養失調児の割合は、11パーセント（1996年）から5.4パーセント（2002年）
に下がった。北部に居住する 5 歳以下の乳幼児についての同時期の統計は、急性栄養失調




















                                                     
２９ 『南・中部イラクの5歳未満児の栄養状態の概要』2002年11月ユニセフ・イラク事務所のホーム
ページ【http://www.unicef.or.jp/siryo/prs_80.htm】を参照。 
３０ 松隈（2003 年）、173 頁。 




























                                                     
３３ この点については、イラク制裁委員会事務局のワンが「委員会が特に懸念しているのは、石油
関連の部品と設備を含む人道的契約に対するホールドの問題である。」と述べている。ジンツァン・ワン
（2001 年）、51 頁。 
３４  S/1996/356 (20 May 1996)による。 




















                                                     
３６ David W. Drezner, “How smart are smart sanctions?” International Studies Review, No.5 (2003). 
３７ 『朝日新聞』、2004 年 12 月 11 日； 「初の容疑者訴追」『朝日新聞』、2004 年 1 月 20 日； フセ
イン政権が制裁の緩和を狙って、露・仏・英に「わいろ」を渡して工作したとする米上院の調査小委員会
が発表した（『日本経済新聞』、2005 年 5 月 18 日）など。 
３８ 『朝日新聞』、2005 年 1 月 20 日、7 面。 
３９ 蓮生（2005 年）。 
４０ 委員長：ボルカー米連邦準備制度理事会前議長。この独立調査委員会による中間報告書に
ついては、『朝日新聞』、2005 年 2 月 12 日を参照。その他の関連記事として、『朝日新聞』、2004 年 12
月 11 日、2005 年 1 月 20 日および 28 日がある。後に、国連は、国連関連機関で扱う資金の流れの透明
性を図るために、2004 年 12 月のスマトラ沖大地震・津波の救援策として各国からの拠出金の流れをホ
ームページで公開することを決定した。 

























                                                     
４２ Michael Brzoska, “Putting More Teeth in UN Arms Embargoes,” Cortright & Lopez (2002), p.137. 
また、元米国国連協会会長で、現在はコロンビア大学国際機構センター所長であるエドワード・ラックも
同様のコメントをしている（『朝日新聞』、2005 年 2 月 12 日）。 
４３ de Oudraat (2000), pp. 106-108. 
４４ 松隈（2003 年）、69 頁。 
























議定書（第 1 追加議定書、1977 年）54 条 1 項の｢戦闘の方法として文民を飢餓の状態に置くこ
とは禁止する｣という規定、③非国際的武力紛争の保護に関する追加議定書（第 2 追加議定
書、1977 年）14 条第 1 文の「戦闘の方法として文民を飢餓の状態に置くことは禁止する」という
規定において問題とされる ５０。「武力紛争」を「経済制裁」と置き換えて解釈する必要がある。 
                                                     
４７ 1948 年採択。 
４８ E/CN.4/Sub.2/2000/33. 
４９ Jochen A. Frowein, “Opening Remarks: Sanctions and Human Rights Law,” Gowlland-Debbas 
(2001), pp. 125-127. 
５０ 中谷（2004 年）、304-311 頁。 
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５１ Draft Declaration of the World Food Summit: five years later （10-13 June, 2002）。詳しくは、FAO
のホームページ【http://www.fao.org/DOCREP/MEETING/004/Y6948E.HTM#TopOfPage】を参照。 
５２ E/C, 12/1997/8, CESCR, General comment 8（12 Dec., 1997）. 
５３ “The HumanRights Impact of Economic Sanctions on Iraq,” Background Paper prepared by the 
Office of the Hight Commissioner for Human Rights for the meeting of the Executive Committee on 
Humanitarian Affairs（5 Sept. 2000）. 
５４ 詳しくは、本論第 1 部第 2 章第 3 節で述べた。 
５５ 例えば、George Lopez, “Economic Sanctions and Genocide: Too Little, Too Late and Sometimes 
Too Much” in Riemer, Neal (ed.) Protection against Genocide (2000), pp. 76-78.; Geff Simon, The 
Scouraging of Iraq, Sanctions, Law and Natural Justice, 2ed. (1998), pp. 241-243.; Simon, Imposing 
Economic Sanctions: Legal remedy or genocidal tool? (1999)など。 
５６ Denis J. Halliday, “The Deadly and Illegal Consequences of Economic Sanctions on the People of 



















































害（2004 年 12 月）への各国からの拠出金 ５７の流れをホームページで公開したことである ５８。
                                                     
５７ スマトラ沖大地震・津波による救援策を協議するため、ジュネーヴで開かれた支援国会合では、
計 7 億万ドル以上の拠出が 18 カ国・地域から拠出されることが約束された（2005 年 1 月 11 日）。詳しく
は、2005 年 1 月 12 日付の『朝日新聞』を参照。 
５８ 詳しくは、OCHA のホームページ【http://www.reliefweb.int】を参照。 
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これは国連にとって「初の試み」であった ５９。もうひとつは、国連の第三機関として、「倫理室
（Ethics Office）」の設置を決定したことである ６０。これは、アナン事務総長が 2005 年10 月末の
リポートの中で提案していたもので、国連内のモラルを懸念する世論の声に応えたものとして
注目される。 
次の第 3 部においては、第 2 部の事例で具体的に提示した、国連経済制裁の問題点克服
のための方策を、研究者の主導で検討されてきたスマート・サンクションの議論を基に、人道
的、政策的見地から考察する。 
                                                     
５９ 【http://www.reliefweb.int】を参照。 
６０ “UN Management Reforms: 2005,” Status of  UN Management Reforms as at : 31 October 
2005,” Management Reform Measures to Strengthen Accountability, Ethical Conduct and Management 
























































第５章  人道上の問題へのアプローチ：倫理的視点からの分析 
 
 























                                                     
1
 Cortright & Lopez (2000), pp.25-26. 





第 50 条に示唆されている。これも、スマート・サンクションの考え方に通ずるものである 4。 
国連自身が包括的制裁について見直しを広く呼びかけたものとして、先にも述べたが、「より
人道的で効果的な制裁を目指して：国連システムの可能性を高めるために」（1997 年）と、「制












由としてこの刑事責任から免れることはできない。国際法学会『国際関係法辞典』（2005 年）、274 頁。 






































                                                     
8  Just-war doctrine あるいは just-war tradition とも称される場合があるが、本論は、just-war 
theory で統一した。正戦論については以下の文献が詳しい。Robert L. Holmes, “Can War Be Morally 
Justified? The Just War Theory,” Jean Bethke Elshtain (ed.), Just War Theory (1992).； Richard J. Regan, 
Just War: principles and cases (1996).；植木（1998 年）、199-203 頁など。 
9  Michael Walzer, Just and Unjust Wars: A Moral Argument with Historical Illustrations (2000). 
















これらの、いわば新しい正戦論を扱った主な文献として、ピアス（Albert C. Pierce）の “Just 
War Principles and Economic Sanctions” (1996 年) 、アムスタッズ（Mark R. Amstutz）の 









規 jus in bell）である。以下が、その規範である。 
 
 
                                                     
11 国際法学会（2005 年）、516-517 頁。 
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Elements of Just-War Theory  
 
①  The “jus ad bellum” (justice of going to war) has traditionally included the following six 
norms: 
 
1. Just cause: The only legitimate justification for war is to deter aggression, to defend 
against unjust attack, or to right a grievous wrong.  
2. Competent authority: The use of force is morally permissible only when it is 
legitimate, that is, authorized by government. Violence prosecuted by 
non-government groups or private individuals is immoral. 
3. Right intention: A war is just only if it seeks to restore a just peace. The goal of war 
must be to right the evil that justifies war in the first instance. 
4. Limited objectives: A war is just only if its goals are limited. An unconditional, 
unlimited war of attrition is morally unacceptable. Additionally, goals and means 
must be proportionate. 
5. Last resort: Before as state can legitimately resort to war, it must exhaust all 
peaceful means. War can be morally legitimate only when a state has made every 
effort through measures short of war (e.g., diplomacy, multinational negotiations, 
and sanctions) to seek to redress the evil.  
6. Reasonable hope of success: The use of force against an aggressor must have a 
reasonable chance of success. Good intentions are not sufficient. A war that is 
unlikely to achieve its limited goals is immoral. 
 
②   The “jus in bello” (justice in wartime) establishes norms governing the use of force in 
wartime. It includes the following two principles: 
 
1. Discrimination: Military force must be applied only against the political leadership 
and military forces of the state. Every effort must be made to discriminate between 
combatants and noncombatants, soldiers and civilians, to minimize civilian 
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casualties. Direct attacks against civilian targets, such as neighborhoods, hospitals, 
are morally impermissible. Indiscriminate mass destruction of cities is similarly 
impermissible. 
2. Proportionality: The destruction inflicted by military forces in war must be 
proportional to the goals they are seeking to realize. An indiscriminate war of 
attrition that seeks to eliminate the enemy society altogether is not morally justified. 
The goal should be to use the minimum level of violence to achieve the limited aims 
of a war. 
 
Source:  Amstutz Mark R. International Ethics: Concepts, Theories, and Cases in Global Politics, Boston: 













































手段を規制する法（交戦法規 jus in bell）」は、①戦闘員と非戦闘員との差別化、②均衡性、つ



























                                                     
12 国際連盟規約 12 条 1 項、13 条 4 項、15 条 6 項参照。 
13  1929 年発効。「国家の政策の手段としての戦争を抛棄すること」が一般的に規定された（不戦
条約１条）。 
14  モーリス・トレッリ（1988 年）。 
15 一種の「正戦論の復活」とも呼びうる状況である。植木（1998 年）、201 頁。 
16  Peter Rudolf, “Power Without Principles?: Ethical Problems of International Economic 
Sanctions,” Law and State, Vol. 57 (1998), p. 12. 
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① jus ad bellum（戦争に訴える権利を規制する法）  
a. just cause（正当な原因）は存在するのか。 
b. right intention（正しい意図）はあるのか。: とくに、以下に挙げる３タイプの制裁に
ついては、この「正しい意図」が証明される必要がある。 
１.  sanctioning without clarity of purpose (明確な目的のない制裁) 
2.  sanctioning in pursuit of symbolic sanctioning goals （象徴的な目的の制裁） 
3.  sanctioning out of national self-interest (自国の国益から科す制裁) 
 
② jus in bello（戦争の手段を規制する法）  











                                                     























 制裁からわずか 5 ヶ月後には、90％以上の輸出入が禁止され、イラク国民の生活水






























                                                     
18 Clawson (1993), pp.17-18.; Lopez, “More ethical than not: sanctions as surgical tools” Ethics and 
International Affairs, Vol.13 (1999), pp.143-148. 













B. 対ハイチ制裁 （1993 年～1994 年） 
 
〇「正当な原因（just cause）」は存在したのか。 
1991 年 9 月に民主的に選ばれたアリスティド大統領が、軍事クーデターによって政権
を追われたことから政治的混乱が続くハイチに対して、国連安保理は、民主主義の回復
と、選挙によって選出された大統領の正当性の回復を目的に、石油の禁輸、武器禁輸
および金融・財政上の措置を発動した（安保理決議 841、1993 年 6 月 16 日）。その後、
アリスティド大統領の帰国に向けて軍部側と合意が成立したことを受けて、一旦制裁は















                                                     
20 Howard W. French, “Study Says Haiti Sanctions Kill Up to 1,000 Children a Month,’’ New York 

























                                                     
21 Piece (1996), p.106. 
22 Damrosch (1994), p.74. 
23 Ibid. この点については、アナンも報告書において懸念を示している（Report of the 
Secretary-General to the Security Council on the Protection of Civilians in Armed Conflict 「（武力紛争下
での文民保護に関する安保理への事務総長報告）」 S/1999/957, 8 Sept. 1999、パラグラフ 54）。 



















以下に代表的なものを 4 つ挙げた。 
 
▶ダムロッシュ（Lori Fisher Damrosch）, “The Collective Enforcement of International Norms 




The collective response should, to the extent possible, target the perpetrators of 
violence or other wrongdoing and minimize severe adverse consequences on civilians who are 
                                                     
25 Adam Winkler, “Just Sanction,” Human Rights Quarterly, Vol. 21, No. 1 (Feb. 1999), p.155. 
26 例えば、Pierce (1996); Amstutz (1999) など。 
27 例えば、Christiansen & Powers (1995)など。 
28 Gordon (1999); Clawson (1993); Christiansen and Powers (1995). 
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▶アムスタッズ（Mark R. Amstutz）, International Ethics: Concepts, Theories, and Cases in 






以下に述べた 7 つの原則のうち、初めの 5 つは、経済制裁はいかなる場合に倫理上許され
るのかという枠組みを提示し、残りの 2 つで、制裁はどのように行使されるべきかについて条件
を提示している。（筆者が邦訳を付けた。） 
1. Just cause: The aim of economic sanctions must be just. This can involve 
promoting peace among states, but it can also involve promoting human dignity 




2. Rights intention: Sanctions are legitimate only if they are imposed to promote just 
structures and policies. Sanctions are not justified to increase national power or 




3. Limited objectives: Sanctions must have limited goals, involving behavioral reform 
of only those behaviors and institutions that are unjust and evil. In addition, the 






4. Last resort: The imposition of sanctions must be preceded by other, less coercive 
instruments. Only when peaceful negotiations have failed is a resort to 




5. Probability of success: The resort of economic sanctions must have a reasonable 
chance of success. That is, there must be a reasonable hope that the economic 




6. Discrimination: Economic hardship must be targeted on the government and the 
elites that support it. Economic hardship should not be imposed directly on 
innocent civilians. Following the principle of double effect, economic harm on the 
masses can be justified only as a by-product of the unintended effects of 





7. Proportionality: The good intended from sanctions must be proportional to the 






▶クリスチャンセン、パワーズ（S.J. Drew Christiansen and Gerard F. Powers）, “Economic 
Sanctions and the Just-War Doctrine,” David Cortright and George A. Lopez (ed.), Economic 
Sanctions: panacea or peacebuilding in a post-cold war world? , 1995, pp. 97-120. 
現代の経済制裁、とくに国連による包括的制裁を念頭においたうえで、従来の正戦論の各
項目をさらに明確な言葉を使い、強い調子で定義づけている。3 つの前提と 6 つの倫理的条件
から成る。（筆者が邦訳を付けた。） 
Thesis 1. Sanctions cannot be evaluated solely by standards of efficiency. Nor can they be 
endorsed or rejected in principle, without reference to their likely consequences. Rather, 
sanctions must be evaluated morally on a case-by-case basis, keeping in mind the full range of 





Thesis 2. The just-war analysis of wartime sieges and blockades is not adequate to evaluate 
most contemporary cases of comprehensive sanctions because (1)these sanctions are not imposed 
as a form of war but as an alternative to war; (2)the affected population may have assented to 
sanctions; and, (3)with appropriate humanitarian provisos, the harm inflicted by sanctions is not 







Thesis 3. Even when an alternative to war, the limited effectiveness of sanctions and the 
harm they cause to innocent populations create a presumption that a regime of comprehensive 





In assessing whether this presumption against the use of comprehensive economic sanctions 
may be overridden, the following six criteria should be considered: 
包括的経済制裁に対するこの考えは、次に述べる 6 つの基準を考慮に入れて、評価され
るべきである： 
1. Grave injustice: Sanctions could be imposed if the target country has committed a 
grave injustice. 
 「重大な不正」： 制裁は、対象国が重大な不正を犯した場合に科される。 
2. A commitment to and prospects for a political solution: Sanctions should be pursued as 
an alternative to war, not as another form of war. They must be part of an abiding 
commitment to and a feasible strategy for finding a political solution to the problem that 




3. Humanitarian proviso: Civilians should be immune from grave and irreversible harm 
from sanctions, though lesser harms may be imposed on the civilian population. Provision 
must be made to ensure that fundamental human rights, such as the right to food, medicine, 





4. Penultimate resort: Less-coercive means should be used, whenever feasible, before 
resort to comprehensive economic sanctions. 
「最後から二番目の手段」： 包括的経済制裁を科す前に、それより強制力の弱い手
段は何でも試してみなければならない。 
5. Proportionality: The harm caused by sanctions must be proportionate to the good likely 
to be achieved. 
「均衡性」： 制裁の響は、予想される結果と均衡のとれたものでなければならない。 
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6. Legitimacy: Multilateral sanctions are preferable as a procedural protection against the 
potential misuse of sanctions by the strong against the weak, and as a means of strengthening 






▶ヘーゼルゼット（Hadewych Hazelzet）, “Assessing the suffering from ‘Successful’ Sanctions: 
An Ethical Approach,” William J.M. van Genugten and Gerard A. de Groot (eds.) United Nations 
Sanctions: Effectiveness and Effects, Especially in the Field of Human Rights A 




「戦争の手段を規制する法（交戦法規 jus in bell）」に準えて、「制裁に訴える権利を規定する
法（jus ad sanctionem）」と「制裁の手段を規定する法（jus in sanctione）」としている。 
Jus ad sanctionem 「制裁に訴える権利を規定する法」： 
1.  Penultimate resort and commitment and prospect for a political solution 
 「最後から二番目の手段であり、政治的解決の見込みがあること」 
2.  Comparative justice 
 「比較的正当性があること」 
3.  Competent authority and legitimacy 
 「権威や正当性が十分にあること」 
4.  A just cause 
 「正当な原因があること」 
5.  Right intention 
 「正しい意図があること」 
6.  Proportionality 
 「(目的ととるべき手段との間に)均衡があること」 
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7.  Probability of success 
 「成功の見込みがあること」 
Jus in sanctione 「制裁の手段を規定する法」： 
1.  Proportionality 
 「(目的ととるべき手段との間に)均衡性があること」 
2.  Probability of success 
 「成功の見込みがあること」 


































































第１節  「効果のある」制裁措置を目指して：1990 年代の事例から 
 
国連は安保理決議の決定によって、1990 年代に 13 の国と地域および特定勢力に対して非
軍事的措置を発動した。その中には、イラク（1990 年）、旧ユーゴスラビア（1992、1993 年）、ハ
イチ（1994 年）のように、一切の通商を禁止する包括的制裁から、リビア（1992 年）、リベリア








































                                                     
３ 1995 年 4 月に、国連保護軍は展開地域によって 3 分割され、クロアチアには国連クロアチア信
頼回復活動（UNCRO）、ボスニアには第２次国連保護軍（UNPROFOR II）、マケドニアには国連予防展
開軍（UNPREDEP）が置かれた。これらは、「第三世代の PKO」といわれ、予防外交的発想からの PKO
である。横田（2006 年）、36-39 頁。 
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【表  6】 1990 年代に国連安保理決議によって発動された経済制裁  
 












イラク 661 (1990.8.6) × × ×(全て）   ×   
670 (1990.9.25)       ×     
(1990-2003） 
1137 (1997.11.12)       ×     




× × ×(全て） ×   × 
（1991-1995） 820 (1993.4.17) ×           
ソマリア （1992） 733 (1992.1.23)         × ②   
748 (1992.3.31)       × × × 
リビア （1992-1999） 
883 (1993.11.11)   ×         














792 (1992.11.30)     ×(木材、石油）       
ハイチ 841 (1993.6.16)  × ×(石油）   ×   
（1993-1994） 917 (1994.5.6) × × ×(全て） ×     
アンゴラ 864 (1993.9.15)     ×(石油)   ×   
1127 (1997.8.28)       ×   × 
（1993/1997/1998） 
1173 (1998.6.12)   × ×(ダイヤモンド）     × 
ルワンダ（1994～継続中） 918 (1994.5.17)         × ③   
スーダン（1996-2001） 1054 (1996.4.26)           × 
シエラレオネ（1997- 
継続中） 
1132 (1997.10.8)     ×(石油） ④ × ×   
ユーゴスラビア共和国  
(コソボ） 
        
（1998-2001） 
1160 (1998.3.31)






1267 (1999.10.15)   ×   ×     
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出典： 各事例に関連する国連安保理決議【 http://www.un.org/documents/】；国連制裁委員会【http://www.un.org/Docs/sc/committees/INTRO.htm】の資料；
横田洋三（編）『国連による平和と安全の維持：解説と資料』（2000 年）；各事例に関連する国連安保理決議；David Cortright and George A. Lopez 
(eds.) Smart Sanctions (2002), pp. 4-5. を基に筆者が作成した。 
注： ＊外交上の措置は、不承認主義、非難・抗議決議、内部的制裁とともに、経済制裁以外の非軍事的措置として分類される。詳しくは、第 1 部第 2 章を参
照のこと。 
＊それぞれ継続中の事例における累次決議については、【表 7、176-177 頁】および【表 8、180-185 頁】において述べる。 
①旧ユーゴスラビアの事例は、便宜上、セルビア・モンテネグロと、コソボのふたつの事例に分けた。 
 ②束の間ではあったが、モハマド派とアイディード派の間に停戦合意が成立し（1992 年 3 月 3 日、S/236939）、国連ソマリア活動（UNOSOM）が設置され
た。その後、武器禁輸措置が再び科された（2001 年 6 月 19 日、安保理決議 1359）。 
 ③1995 年 8 月 16 日の安保理決議 1011 によって武器禁輸は解除されるが、フツ族に対しては引き続き制裁措置が継続された。 
 ④1998 年 3 月 16 日、安保理決議 1156 によって解除された。 

























                                                     
４ 詳しくは、本論第 1 部第 3 章において述べた。 
５ 本論第 1 部第 1 章において述べた。この考え方では、制裁を、当該政権からの譲歩を引き出す
ためのポジティブな手段としてとらえる。制裁が、当該政権に懲罰を与えたり威嚇したりできるか、また、
経済的苦痛や社会的孤立から生じる困難から評価するのではなく、紛争にならないよう、あるいは紛争
を終らせるように促すことができたかどうかから評価する。Rose (2005). が詳しい。 
６ Cortright & Lopez (2002); de Jonge Oudraat (2000); Nossal (1989); Kaempfer & Lowenberg, 
“Unilateral Versus Multilateral International Sanctions: A Public Choice Perspective,” International Studies 
Quarterly 43, no. 1 (March 1999). 













全面独立民族同盟（National Union for the Total Independence of Angola、以下UNITA）の動き
を牽制することができたとして、制裁は効果があったとされている ９。 
以上の 13 事例のうち、包括的制裁 2 件と、部分的制裁のうち 3 件、合計で 5 件の事例にお
いては、部分的に効果があったと判断できる。つまり、制裁の成功率は38パーセントとなり、対






エラレオネ（1997 年）の場合は、反政府勢力の革命統一戦線（Revolutionary United Front、以
下RUF）に対して武器禁輸、渡航の制限および禁止、さらにダイヤモンド禁輸の措置を科した
が、RUFを鎮圧することはできず、和平推進にも影響を与えられなかった １２。 
次に、上記と同じ対象事例 13 件を、当該国への人道的影響から分析する。 
                                                     










旧ユーゴスラビアの場合は、5 歳以下の乳幼児の死亡率 １４が、1991 年には 24.1 パーセントだ
ったものが、1993 年には 24.9 パーセントに上昇した １５。とくに深刻だったのは、モンテネグロ
においてであり、1,000 人中 4 人が死亡というデータが残されている １６。 
アンゴラ、シエラレオネについては、重大な人道的危機が起こったが、これらの被害は、国
連による経済制裁というよりも紛争や市民間の争いの影響であったとされる。シエラレオネの













                                                     
１３ French(1993). 
１４ 1,000 人あたりの割合を指す。なお、旧ユーゴスラビアの制裁について詳しくは、Julia Devin 
and Jaleh Dashti-Gibson, “Sanctions in the Former Yugoslavia: Convoluted Goals and Complicated 
Consequences,”  Weiss, Cortright, Lopez and Minear (1997), pp. 149-187. 
１５ Ibid. 
１６ Ibid. 
１７ OCHA, Interagency Assessment Mission to Sierra Leone: Interim Report (17 February 1998) 





























                                                     
１９ 宮川（1992 年）、84-88 頁。 




























                                                     
２１ 例えば、国連による対イタリア制裁の際、米石油会社が輸出を継続したことなど。 
２２ Hufbauer, Schott and Elliott (1990), pp. 101. 



























                                                                                                                                                     
ついては、本論第 1 部第 2 章第 2 節で述べた。 
２５ 対南ローデシア制裁について詳しくは、深津（1971 年）を参照。 
２６ 例えば、Hufbauer, Schott and Elliott (1990); Kimberly Ann Elliott, “Factors Affecting the Success 
of Sanctions,” Cortright & Lopez (1995), pp. 51-60.など。 
２７ Ivan Eland, “Economic Sanctions as Tools of Foreign Policy,” Cortright & Lopez (1995), pp. 




























                                                     
２８ 国連制裁に関する調査機関であり、Smart Sanctions などの著者コートライト（David Cortright） 
















反政府ゲリラであるUNITAが、和平合意を履行しなかったことに対して、安保理は 1998 年 6









                                                     




３０ 安保理決議 1054（1996 年 4 月 26 日）。 
３１ 安保理決議 1173（1998 年 6 月 12 日）。 




また、本論第 2 部第 4 章において述べたが、措置を履行することから経済的困難が生じた















めることである。この研究に 1990 年初頭から取り組んでいたのは、「第 4 の自由フォーラム
（Fourth Freedom Forum ）」（米インディアナ）と、「ジョアン・クロック研究所（Joan B. Kroc 




                                                     
３３ 中谷（2004 年）312 頁、および、酒井（2001 年）、43-50 頁。 
３４ これについて詳しくは、本論第 2 部で述べた。Simma (2002) Vol. 1, pp.784-788. 
３５ ノートルダム大学付属の研究所。Smart Sanctions などの著者 ロペズ（Goerge A. Lopez）が研
究員を務める。詳しくは、【http://www.nd.edu/%7Ekrocinst/about/index.html】を参照。 























（1998 年 3 月 17～19 日）と、「インターラーケンII」４２（1999 年 3 月 29～31 日）であった ４３。  
                                                     
３７ E/CN.4/Sub.2/2000/33 (21 June 2000). 
３８ S/2000/319 (17 April 2000). 
３９ Non-paper/Rev.10 (26 Spet. 2002). 
４０ 1992 年にブトロス・ガリ国連事務総長（当時）が提出した。A/47/277-S/24111. 
４１ 詳しくは、【http://www.smartsanctions.ch/interlaken1.htm】を参照。 
４２ 詳しくは、【http://www.smartsanctions.ch/interlaken2.htm】を参照。 
４３ これは、Watson Institute for International Studies （ブラウン大学付属の国際問題研究所、米ロ




















International Center for Conversion、BICC）」の主催で、ドイツ政府と国連事務局の共催による


































                                                     
４７ Anan, S/1998/318. 
４８ コートライトとロペズは、武器禁輸を「国連の制裁の中でもっとも効果がなかった制裁」であると
述べている。（Cortright & Lopez, “Targeted Sanctions: Lessons from the 1990s,” Michael Brzoska, Smart 
Sanctions: The Next Step (2001), p.29. 
４９ この点について明確に規定したのが、対イラク禁輸を決定した安保理決議 687 であった。 
５０ A/54/258 (19 August 1999), para.12. 
５１ Paul Conlon, United Nations Sanctions Management (2000), p.116. 













さらに、第 3 回目の会議として、スウェーデン政府がウプサラ大学（Uppsala University）５６と
共にスマート・サンクションの履行とその監視に焦点を当てた会議を催した。この会合には約
120 人の専門家が参加し、2001 年 11 月から一年間に亘って議論が続けられた。 











                                                     
５３ 2001 年 10 月 22 日と 25 日の安保理会合の議事録（それぞれ、S/PV.4394 と S/PV.4394 
resumption 1）を参照。 
５４ 4394th meeting (22 Oct. 2001), S/PV.4394. 
５５ Targeted Financial Sanctions: A Manual for Design and Implementation—Contributions from the 
Interlaken Process. 詳しくは、【http://www.watsoninstitute.org/TFS/TFS.pdf】を参照。 























                                                     
５８ Wallensteen, Staibano and Eriksson (2003). 
５９ Press Release, SC/7673 (25 Feb. 2003). ちなみに、この報告書を加筆、改訂したものが、 
Cortright & Lopez （2002)である。 
６０ イラク制裁からの教訓を得て、スマート・サンクションを話し合った成果として以下がある。Peter 
Wallensteen, Carina Staibano and Mikael Eriksson, The 2004 Roundtable on UN Sanctions against Iraq: 
Lessons Learned (2005) 【http://www.smartsanctions.se/literature/iraqreport_050210pdf】 
６１ 詳しくは、The Special Program on the Implementation of Targeted Sanctions (SPITS)のホームペ
ージ【http://www.smartsanctions.se/】を参照。 























                                                     
６３ 2000 年 4 月 17 日にニューヨークの国連本部で行なわれた、国際平和アカデミー（International 
Peace Academy）主催、カナダ政府の協賛による経済制裁についてのセミナーにおいての発言である
（Press Release No.UNIS/SG/2545, 4/18, 2000）。1999 年 9 月 8 日にも 「部分的（限定的）制裁（targeted 
sanctions）」 の必要性について詳しくコメントしている（S/1999/957）。 
６４ 同上。 
６５ 例えば、シカゴ大学の Daniel W. Drezner は、 Cortright & Lopez (2002) に代表される「スマー
ト制裁」の議論について疑問を呈している。例えば、Drezner, “How smart are Smart Sanctions? （2003）
など。 





第４節  「スマート・サンクション」が導入された事例 
 
【表 7、176--177 頁】は、2000 年に入ってから安保理の決定によって発動された制裁を表に
まとめたものである。1990 年代に発動された制裁が延長あるいは更新されたケースもあれば、
新たに科されたケースもある。エチオピア/リトアニアに対するように、発動されてから一年余り













                                                     
６７ 2000年12月12日の両政府による包括的平和協定（Comprehennsive Peace Agreement）が成立
したため、武器禁輸は解除された。その後、暫定安全保障地帯（Temporary Security Zone）が設けられ、
国連エチオピア・エリトリア・ミッション（United Nations Mission in Ethopia and Eritrea）と OAU
（Organization of African Unity）、国境委員会（Boudary and Claims Commissions）が停戦の監視、地雷の
除去、人道・人権活動の調整などの任務を行なっている（2002 年3 月15 日、安保理決議1320）。この任
務は、年に 1、2 回の安保理決議によって随時延長され、任務内容が確認されている。 
６８ 安保理決議 232（1966 年 12 月 16 日）。 
６９ 安保理決議 418（1977 年 11 月 4 日）。 
７０ イアン・アンソニー他「兵器生産および兵器貿易」ストックホルム国際平和研究所（編）黒澤満













                                                     
７１ 以上の 1990 年代に発動された制裁事例については、【表 6】（本論 156-158 頁）を参照。 
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【表 7】 2000 年に入ってから国連安保理決議によって発動された経済制裁  （以後の累次決議については、【表 8】180-185 頁を参照。） 
 
事例 経済制裁に含まれる措置  
対象国(および政権および特定
勢力） 











  ×   × × × 
（～継続中）               
エチオピア/エリトリア           
（～決議1369: 2001.9.14) 
1298 (2000.5.17）
        
× 
  
(決議1132: 1997.10.8.～)               
シエラレオネ 1306（2000.7.5）     ×（ダイヤモンド）       
（～継続中）               
（決議788: 1992.11.19～)               






    
    
(決議733、1992.1.23）              
ソマリア 1356 (2001.6.19)        ×   














×   × × 
  
（～継続中）              
コンゴ           
（～継続中） 
1493 (2003.7.28)
        
× 
  
スーダン           
（～継続中） 
1556 (2004.7.30)
        
× 
  
コートジボワール       
（～継続中） 
1572





シリア         
（～継続中） 
1636 




    
 
出典： 各事例に関連する国連安保理決議【http://www.un.org/documents/】；国連制裁委員会【http://www.un.org/Docs/sc/committees/INTRO.htm】の資料；The Special Program on 
the Implementation of Targeted Sanctions (SPITS)のホームページ【http://www.smartsanctions.se/】から筆者が作成した（2006 年1 月末の時点）。 
注： ルワンダに関しては、1994 年5 月17 日の安保理決議918 によって武器禁輸措置が発動された。2000 年からも決議は出されているが新たな制裁措置ではなく、ルワンダ
国際戦犯法廷に関するものであることから表には含んでいない。①および②については、安保理決議1267（1999年）や安保理決議1333（2000 年）はタリバンに明示的
に言及しているのに対して、安保理決議 1373（2001 年）とそれに先駆けての非難決議 1368 ではテロ行為の責任をタリバン政権に明示的に帰属させていないので、こ



























                                                     
７２ ダイヤモンドの売却代金が武器購入の資金源となっていることに関しては、人権 NGO であるヒ
ューマン・ライト・ウォッチ（Human Rights Watch）が 1994 年に指摘している。詳しくは、Human Rights 
Watch, Angola: Arms Trade and Violations of the Law of War since the 1992 Elections (1994), pp. 57-58。 
７３ 紛争ダイヤモンドについては、以下の文献が詳しい。武内進一「『紛争ダイヤモンド』の力学：グ
ローバル・イッシュー化と議論の欠落」『アフリカ研究』No.58（2001 年）、41-57 頁。 
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ルについては、2004 年 4 月に国連コートジボワール活動（UNOCI）が派遣されて緊張が高まる
中、11 月の初めに、制裁が発動された。これは、政府軍が反政府勢力の主要都市を数回にわ
たって爆撃した後、フランス軍を空爆して被害を出したことによる。安保理決議は、コートジボワ
ール政府が、停戦合意（2003 年 5 月 3 日）に反していると判断した。 
また、国際テロリストに対しては、渡航禁止措置が発動された。テロリストの特定については、
安保理決議 1267（1999 年 10 月 15 日）や安保理決議 1333（2000 年 12 月 19 日）ではタリバン
に明示的に言及した。一方、安保理決議 1373（2001 年 9 月 28 日）とそれに先駆けての非難決


















ジボワールの 3 つの事例について後に詳しく述べた。 
                                                     
７４ 安保理決議 1267 では、「the Taliban」、「Usama Bin Laden and associates」、また、安保理決議




継続されている事例も含む）                     
 
                                            ∗2006 年1 月末日時点。 
事例 主な安保理決議 決議内容 

























安保理決議 733 および 1519 の決議内容の再確認（本決議から 30 日以
内に 6 ヶ月間設置）。制裁委員会（安保理決議 751）の再設置。監視団


























918 (1994.5.17) 武器禁輸措置を決定。制裁委員会の設置。 
955 (1994.11.8) ルワンダ国際戦犯法廷（ICTR）の設立を決定。 






























1998 年 7 月の国連シエラレオネ監視ミッション（UNOMSIL）の設置（安
保理決議 1181）後、和平合意（1999.7）が成立したのを受けて、軍事監





















止を 11 ヶ月延長。 

















安保理決議 1267 および 1333 の制裁措置の履行監視のために何らか
のメカニズムを導入することを事務総長に要請。 
1388 (2002.1.15) 






1452 (2002.12.20) 安保理決議 1267 の財政・金融上の措置に一部例外を承認。 
1455 (2003.1.17) 安保理決議 1390 の内容を改善。監視委員会を再設置（12 ヶ月間）。 
1526 (2004.1.30) 
制裁の履行の強化。履行監視の特別チーム(Analytical Support and 
Sanctions Monitoring Team）の 18 ヶ月間の設置を事務総長に要請。 
1589 (2005.3.24) 
国連アフガニスタン支援ミッション（UNAMA）の活動委任期間を 2006











































1532 (2004.3.12) 特定人物に関する資産凍結および一切の金融の流れを遮断。 
1549 (2004.6.17) 
パネル委員会（2000 年 8 月設立←対シエラレオネ安保理決議 1306、
2000 年 7 月 5 日によるものと同じ委員会）の 5 ヶ月間の再設置
（2004.6.30-12.21）。 
1579 (2004.12.21) 
武器禁輸、渡航禁止、木材禁輸措置の 12 ヶ月間の延長と、その 6 ヵ月
後の調査の決定。ダイヤモンド禁輸の 6 ヶ月の実施と、その 3 ヵ月後の
調査を決定。パネル委員会の 2005 年 6 月 21 日までの延期。 
1607 (2005.6.21) 
ダイヤモンド禁輸の 6 ヶ月間の延長と、その 3 ヵ月後の調査の決定。パ
























禁輸措置の 6 ヶ月間の延長決定。パネル委員会の 2006 年 6 月 21 日ま
での設置延期を決定。 
1493 (2003.7.28) 12 ヶ月間の武器禁輸、一切の武力活動の禁止を決定。 
1533 (2004.3.12) 
武器禁輸を監視するための制裁委員会と、情報分析のための専門家委







安保理決議 1493 の武器禁輸を 2005 年 7 月 31 日まで延長。専門家委




















2004 年 4 月 4 日をもって、MINUCI を国連コートジボワール活動
（UNOCI）に改組することを決定（実際の任務は、同年 4 月 4 日から）。
1572 (2004.11.15) 
武器禁輸の発動（即日）。特定人物への渡航制限、資産凍結について



































維持：解説と資料』（2000 年）； 国際連合広報センター「国連平和維持活動の 50 年」
【http://www.unic.or.jp/recent/act50_b.htm#a33】からの情報を基に筆者が作成した。 
























                                                     




























                                                     
７６ 国連の平和維持活動について詳しくは、横田洋三（2000 年）、国際連合広報センター「国連平
和維持活動の 50 年」【http://www.unic.or.jp/recent/act50_b.htm#a33】、浦野起央『冷戦、国際連合、市民















された。しかしながら、派遣された UNOSOM I が内戦と現地状況の悪化と、資金不足によっ
て十分に機能できないことが明らかになると、同年 12 月 3 日、安保理決議 794 によって、米国
中心の多国籍軍（UNITAF）が派遣された。 
次いで、1993 年 3 月 26 日に、安保理は、決議 814 を採択し、憲章第 7 章のもとで平和強制





2000 年 8 月にはジブチにおいて暫定政府が発足したものの、それを不満とする対立勢力
による武力衝突が引き続き発生した。翌年 6 月 19 日に安保理は、決議 1356 において、決議
733（1992 年1 月）で発動した武器禁輸措置の再確認を行なった。その後、武器禁輸状況の履
行状況を把握するため、監視団を設置（安保理決議 1519）した。続いて、翌年には、安保理決
議 1558 において、制裁委員会を設置し、武器禁輸状況の報告を監視団に要請した。 
















1998 年 7 月には、旧戦闘員の武装解除・動員解除などを任務とする国連シエラレオネ監視
ミッション（UNOMSIL）が設置された（安保理決議 1181）。その後、和平合意（「ロメ合意」）が成
立した（1999 年 7 月）のを受けて、同年 8 月に安保理は、軍事監視要員の定員数を 70 名から






ために、パネル委員会を設置した（2000 年 7 月 5 日）。 
シエラレオネは、2002 年 1 月に、カバ大統領によって内戦の完全終結が宣言されたが、ダ
イヤモンドを巡る反政府勢力の動きは依然活発で、その後も安保理決議によって監視制度の








2002 年 9 月には、国軍兵士によるコートジボワール愛国運動（MPCI）が武装蜂起し、内陸
部で支配地域を広げ、国土は一気に内戦状態となった。国連安保理は決議 1464（2003 年 2




れられなかったため、国連は、同年2 月27 日の安保理決議1528 において、国連コートジボワ
ール活動（UNOCI）を改組して、軍事要員を派遣することを決定した（UNOCI の実際の任務
は、同年 4 月 4 日から）。 






確認するための専門家パネルが設置された（安保理決議 1584、2005 年 2 月 1 日）。その後、








                                                     
77 例えば、USONOM II は、飢餓状態の緩和など人道面で成果をあげたものの、強制行動を行な
ったことによって、自らを紛争当事者し、結果的に、国連側に数千人の犠牲者を出す惨事となった。そこ
































                                                                                                                                                     




























































































































































































































ールであるが完全なものとはいえない（In dealing preventively with the threats to international 
                                                     
１ 報告書の第 2 部、「集団的安全保障と予防への挑戦（Collective security and the challenge of 
prevention）」、pp.55-56 による。全文は、【http://www.un.org/secureworld/】から読むことができる。 
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peace and security, sanctions are a vital though imperfect tool.）」としながらも、「国際的ルールを侵
すものに対して武力と非難の中間的役割を果たしうる（They constitute a necessary middle ground 




で済むとの理由から有効である（Targeted sanctions (financial, travel, aviation or arms embargoes) 
are useful for putting pressure on leaders and elites with minimal humanitarian consequences, provide 
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